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○ 大学の概要

（１）現 況

①大学名
国立大学法人 徳島大学

② 所在地
徳島県徳島市新蔵町

③ 役員の状況
学長名 青野敏博（平成１５年１月１０日～平成１８年１月９日）
理事数 ５名
監事数 ２名（非常勤１名を含む）

④ 学部等の構成
（学 部） 総合科学部

医学部
歯学部
薬学部
工学部

（大学院研究科） 人間・自然環境研究科
）医科学教育部（医学研究科を含む

）口腔科学教育部（歯学研究科を含む
）薬科学教育部（薬学研究科を含む

）栄養生命科学教育部（栄養学研究科を含む
工学研究科
ヘルスバイオサイエンス研究部

（附属病院） 医学部・歯学部附属病院

（その他の教育研究組織） 附属図書館
大学開放実践センター
分子酵素学研究センター
地域共同研究センター
高度情報化基盤センター
ゲノム機能研究センター
アイソトープ総合センター
留学生センター
全学共通教育センター
学生支援センター
創成学習開発センター
環境防災研究センター
サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー
インキュベーション施設
埋蔵文化財調査室
保健管理センター
薬科学教育部附属医薬資源教育研究センター
ﾍﾙｽﾊﾞｲｵｻｲｴﾝｽ研究部附属統合医療教育開発ｾﾝﾀｰ

（医療技術短期大学部） 助産学特別専攻

徳島大学
（平成１６年５月１日現在）⑤ 学生数及び教職員数

学部及び研究科等名 学 生 数 教 員 数 職 員 数
６学長・理事

１９０事務局
９５医学・歯学・薬学部等事務部

１，１６５ １４９ １７（学 部） 総合科学部
１，１７３ ５１医学部

３６２歯学部
３４５薬学部

３，０３０ １９３ ６５工学部
１２３ ２（大学院研究科） 人間・自然環境研究科
３１９医科学教育部

７９口腔科学教育部
８１栄養生命科学教育部

１７４薬科学教育部
ヘルスバイオサイエンス ３０８研究部

８９３ １２工学研究科
１２８ ５２５（附属病院） 医学部・歯学部附属病院

１６（その他の教育研究組織）附属図書館
１０大学開放実践センター
２３ ３分子酵素学研究センター

３地域共同研究センター
高度情報化基盤センター ４６

１０ゲノム機能研究センター
アイソトープ総合センター １１

５留学生センター
保健管理センター ３２

１埋蔵文化財調査室
助産学特別専攻 ２０（医療技術短期大学部）

９（合 計） ７，７６４ ９１０ ９１

（２）大学の基本的な目標等
大学の基本的な目標(前文)

１．徳島大学は，自主と自律の精神に基づき，真理の探究と知の創造に努め，卓
越した学術及び文化を継承し，世界に開かれた大学として，豊かで健全な未来
社会の実現に貢献する。

２．本学は，明日を目指す学生の多様な個性を尊重して，人間性に富む人格の形
成を促す教育を行い，優れた専門的能力と，自立して未来社会の諸問題に立ち
向かう，進取の気風を身につけた人材の育成に努める。

３．本学は，根元的な真理を探究する研究と社会的要請の強い課題を解決する研
究を通して，国際社会で高く評価される成果を生み出すとともに、学問分野の
固定的概念にとらわれない自由な発想により，互いに協力して新しい領域を切
り開き高度化することによって，学術研究の総合的な発展に努める。

４．本学は，地域社会と世界を結ぶ知的ネットワークの拠点として，平和で文化
的な国際社会の構築のために貢献し，産学官の組織と連携して社会の発展基盤
を支える教育，研究および文化の拠点として諸機能の充実強化に努めるととも
に，大学の開放と生涯学習支援を通じて地域社会の向上発展に貢献する。

法人化に際して，本学の中・長期的な将来構想である「徳島大学基本構想」を
。 ， 。 ，定めた 中期目標はこの基本構想に沿って立案し 提示されたものである また

中期計画を作成するうえで基本となった考え方や，中期計画を補完するために，
重点推進計画の明細について解説した「徳島大学第一期基本計画」を作成して公
表した。
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徳島大学
全 体 的 な 状 況

中期計画の達成を目指して作成した平成１６年度計画を実施した。年度当初，学長 （２）研究実施体制等の整備
が重点的な実施方針を策定し，理事に指示を行った。年度計画終了時の自己点検評価 「学長裁量ポスト」と「学長裁量経費」とにより，中期計画や重点推進計画を推
では，すべての項目について「年度計画を順調に実施している」あるいは「年度計画 進した。電子ジャーナル等の整備・充実についての基本方針をまとめ，遡及目録入
を上回って実施している」と評価した。全体的な状況を以下に記載する。 力を実施した。これにより附属図書館の電子図書館的機能の充実を図った 「知的財。

産に関するポリシー（徳島大学第一期基本計画第５章 」を制定し，教員の発明に対）
Ｉ 大学の教育研究等の質の向上について する育成・保護・活用を図るための本学のポリシーを明確にした 「徳島大学の利益。

１ 教育について 相反に関する指針」を制定し，教員の会社役員兼業等による共同研究や大学発ベン
（１）教育の成果 チャー企業創出を推進する上での本学の利益相反ポリシーを明確にした。研究連携

全学共通教育センター及び各学部は，カリキュラムの再編成，少人数教育，イン 推進機構内に設置した「知的財産本部」の活用により，知的財産の創出・管理・運
ターンシップの導入等を実施し，教養教育，専門基礎教育及び専門教育を充実させ 用を強化した。
た。医歯薬学部共通の「統合医療教育開発センター」を設置し，共通教育等，斬新
な試みを行った。工学部（電気電子工学科）は，ＪＡＢＥＥの認証を取得した 「医 ３ その他。
歯薬栄養学大学院教育部 と 工学研究科と人間・自然環境研究科 は それぞれ （１）社会との連携，国際交流等」 「 」 ， ，
教育部，研究科にまたがる共通科目を開講し，大学院生が分野を越えて種々の講義 総務部企画・評価課に「社会貢献係」を設置し 「地域連携推進室」の窓口とし，
を受講できるようになった。 て自治体等からの問い合わせに対応するとともに，徳島地域連携協議会の事務局を

担当して大学の地域貢献活動を円滑に推進している。大学評価・学位授与機構の高
（２）教育の内容 い評価を得た実績をもつ大学開放実践センターは，新しい公開講座を開講し，受講

全学共通教育では，学修の意義や過程が明確に理解できる科目群に再編し，初年 者から高い評価を得るとともに受講者の増加を図った。徳島大学の特色を生かした
次教育に，学修への導入科目「大学入門講座」を設けた。勤労観・職業観を醸成す 「徳島大学における国際化ポリシー」を策定し，特に，留学生の受入・派遣の両面
るための卒業生による授業及びインターンシップを実施し，キャリア教育を充実し での交流の推進を図っている。
た。

（２）附属病院
（３）教育の実施体制等 病診ネットの開発 「バーチャル相談室」の設置，ＦＡＸ予約業務の開始等によ，

「教育推進室」及び「学生支援推進室」を設置し，教育・研究費を重点配分した って「地域医療連携センター」の充実を図り，地域医療に貢献している。徳島県唯
。 「 」 ， ，研究学生支援プロジェクトを総合的に企画・推進した 「学長裁量ポスト」により教 一の 総合周産期母子医療センター の設置は 国立大学附属病院では最初であり

育・学生支援に必要な人材の配置がなされ，その業務が強化された。特色ＧＰで企 地域の周産期医療に大いに貢献している。医科及び歯科診療部門を備えた大学病院
画した 創成学習開発センター 及び学生参加型ＦＤワーキンググループを設置し では，初めて「ＩＳＯ９００１の認証登録」を受けた。一般的な臨床看護実践能力「 」 ，

Carrier Development Support新たな大学教育の展開を図った。現代ＧＰに採択された「ユビキタス技術による新 ・資質を評価する「看護教育支援システム（
しい学習環境の創生」などにより教育・学生支援環境を充実した。大学院生の教育 」の評価項目の自己・他者評価入力画面 の構築と褥瘡の診療補助・診断をSystem）
・研究スペースを確保した。本学が開発した「徳島大学教育・研究者情報データベ 行う「褥瘡プログラム」を日本で初めて実施した。
ースシステム」を稼働させて全教員の教育研究活動状況をデータベース化し 「教育 「ＤＰＣ・クリニカルパス支援室 「診療録管理室 「医療材料委員会」を設置， 」， 」，
研究者総覧」を 上に公開した。 し，病院経営を改善した 「準無菌治療室」の設置など診療報酬加算が得られる部門Web 。

を設置して病院収入増を図った。治験の実施件数は，目標を大幅に上回った。ネッ
（４）学生への支援 トワーク登録機関も多数を数え，本院の特色である「食品機能評価」も食品関係企

「学生支援センター」を設置し，学生個々のニーズに応じたきめ細かな学生支援 業２社と実施できる見込みである 「高度先進医療」に５件申請し，承認件数は，国。
を行った。民間寄附金により特別待遇奨学生制度（返済義務規定なし）を設立し， 立大学附属病院中，第１位になった。空きスペースを活用し，患者サービスの向上
学生の経済的支援が行える体制を固めた。建設中の「徳島大学地域・国際交流プラ のみならず，地域医療連携，病院経営へ寄与する部門，施設を設置し，病院の活性
ザ（日亜会館 」４階に新たな留学生宿舎を整備し，留学生の居住環境を充実を図っ 化を図った。）
た。

２ 研究について Ⅱ 業務運営の改善及び効率化について
（１）研究水準及び研究の成果等 １ 運営体制の改善

「研究連携推進機構」を強化して知的財産の管理と活用の一元化を達成し，技術 平成１６年４月からの国立大学法人への移行に伴い，その制度に則り，学長の下
移転，ベンチャー起業，産学官連携を積極的に推進した。組織横断的な研究と萌芽 に理事５人及び監事２人を配置するとともに，経営協議会，教育研究評議会，学長
的研究を重点的に推進し，パイロット研究支援事業で「食品由来の非酵素的一酸化 選考会議を設置した。これらの審議機関の設置に呼応して，効果的・機動的な運営
窒素（NO）生産系制御による新しい生活習慣病予防法の開発と創薬」などに研究費 を実現するため，専門的事項について検討を行う全学の各種委員会組織を見直し，
を重点配分した。 委員会数を削減するとともに，必要に応じ事務職員を委員に加えるなどにより，重
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要事項について効率的に検討し得る体制を整えた。また，部局の教授会の審議事項 Ⅲ 財務内容の改善について
を精選して会議の効率化・迅速化を図った。 １ 外部資金その他の自己収入の増加

，また，監査室を設置し，業務及び財務に関する内部監査を公正かつ適切に行うた 科学研究費補助金を含む各種競争的資金に関する資料を作成・配布するとともに
めの体制を整備した。平成１６年度の監査は，４回，９項目にわたり実施し，法人 説明会を開催し，教員の啓発，応募への支援の充実を図った結果，外部資金の獲得
化移行に伴う諸制度の整備状況等について改善指導を行った。 額が増加した。

教育研究経費の一部，競争的研究資金の間接経費の一定割合を学長裁量経費とし
て確保するとともに 各部局の教員定員の一定割合を学長裁量ポストとして確保し ２ 経費の抑制， ，
学長のリーダーシップにより，世界的な教育研究拠点の育成や全学の教育研究に係 競争的仕組みを盛り込んだ学内予算編成方針を策定し，これに基づいて予算配分
る共通基盤の整備に充てるなど，本学の将来の発展に向けた努力を行っている。 を行った。また，非常勤講師委嘱の抑制を行った。

清掃等の外部委託業務について，契約方法の見直しを図るとともに，毎月光熱水
２ 教育研究組織の見直し 量の使用状況を各部局に明示して，省エネルギーの努力を奨励し，管理的経費の縮

研究大学としての発展を図るため，大学院の部局化を図ることとし，生命科学系 減を図った。
諸分野の教員組織を統合し，ヘルスバイオサイエンス研究部を設置するとともに，
大学院の教育組織を医科学教育部，口腔科学教育部，薬科学教育部及び栄養生命科 ３ 資産の運用管理
学教育部に改組した。医学，歯学，薬学，栄養学など多様な生命科学系分野を有す 施設の有効な活用を図るため，利用者からの要望や苦情処理を受け付けるコール
る唯一の国立大学としての特色を生かし，これら諸分野の連携・協力が一層円滑に センターの改善を検討するとともに，大型で共同利用が可能な教育研究用機器を学
行われ，先端医療分野の高度化及び医療栄養科学という新たな学問分野の構築を推 内に周知し，共同利用を促進している。
進できるよう，教育研究体制を整備した。

また，アイソトープ総合センターと放射性同位元素研究室の統合，環境防災研究 Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供について
センター設置，実験動物の管理体制の見直しを実施した。さらに時限付のヒューマ １ 評価の充実

， ， ， ，ンストレス研究センター設置を検討し，平成１７年度に設置予定である。 教育 研究 社会貢献 管理運営などの新しい自己点検・評価システムを構築し
年度計画の評価項目について達成水準の中間評価を２回実施した。その評価結果を

３ 教職員の人事の適正化 大学運営の改善に活用した。
優秀な人材を確保するとともに，教員の選考過程の客観性及び透明性を確保する

ため，原則全国公募により教員採用を行っている。また，特定の計画に基づく教育 ２ 情報公開等の推進
研究を行う教員，多様な人材の確保が求められる組織の教員などについては，任期 本学の基本構想，第一期基本計画，中期目標・中期計画，年度計画，情報公開の
制を導入し，教員の流動性を高める工夫を行っている。なお，教授選考は，学長の 案内と手続きの流れ図，個人情報ファイル簿，会議議事録等をホームページに公開
了承を得た後，選考を進めている。 し，大学の情報を社会に積極的に公開・提供した。

教職員のより適切な業務評価を行うため，教員については教員業績評価・処遇制
度について，職員については目標管理制度・人事評価制度について，それぞれ検討 Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項ついて
を進めている。教員業績評価・処遇制度については，平成１７年度から試行し，平 １ 施設設備の整備等
成１８年度から本格的導入を行う計画である。 大学本部及び各学部等の広範な施設に係る施設整備計画，営繕計画を策定すると

職員の採用に関しては，国立大学法人採用統一試験により行っており，採用後に ともに，教育研究施設のスペース利用の点検・評価を行うなどにより，施設の合理
おいては職階別・専門分野別の研修を計画的に行い，職員の職務能力の向上を図っ 的な維持管理に努めている。

， （ ）ている。 老朽化の著しい医学部基礎実験研究棟の改修 地域・国際交流プラザ 日亜会館
の新設に着手するほか，営繕計画において，講義室の増設，学生寮の空調整備など

４ 事務等の効率化・合理化 学生のためのキャンパス環境の整備を優先して実施した。
法人化に伴う業務の変化に対応するため，事務組織の改組を行い，各理事の担当

業務と各部課の対応関係を明確にするとともに，企画評価課，企画経営課，監査室 ２ 安全管理
の設置などにより，企画，経営及び監査部門の充実を図った。また，定員削減を実 大学総括安全衛生管理者の下，団地毎に総括安全衛生管理者を置き，産業医，衛
施し人員の合理化も行った。 生管理者を配置するなどにより全学的な安全管理体制を整備するとともに，毒物及

， ， 。新たな財務会計システム，外部資金受入システム及びファームバンキングシステ び劇物管理規則 放射線障害の防止に関する規則を制定し 安全管理に努めている
ムの導入など事務情報化を引き続き推進するとともに，法人化のメリットを生かし 残念ながら管理区域外において放射性廃棄物が発見される事案が生じたが，直ちに
た業務の合理化，経営の効率化に事務職員の知恵を活用するため 「業務改善提案制 管理区域内において適切に保管するとともに，ＲＩ物質の定期的な棚卸しの実施な，
度」を導入した。 ど，今後このような事態が生じないよう改善策を講じた。

教職員，学生に対する安全講習会及び火災訓練を実施するとともに，防災対策マ
ニュアルを作成し，安全管理の徹底を図っているが，さらにより適切な安全管理を
推進するため，防犯対策マニュアル，防犯・警備体制の改善について検討を進めて
いる。
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徳島大学

項 目 別 の 状 況

大学の教育研究等の質の向上Ⅰ
１ 教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標

① 学士課程
全学共通教育及び学部専門教育を通じて，学生の多様な個性を尊重し，人間性に富む人格の形中

成を促す教育を行い，優れた専門能力を身につけ，進取の気風に富む人材を育成する。
② 大学院課程期

大学院教育では，自由な発想を育む学習・研究環境の中で，課題を探求し解決する能力を身に
つけ，先端科学技術の専門分野における研究を通じて，豊かで健全な未来社会の創生に貢献でき目
る積極性と責任感を持つ高度専門職業人，研究者を育成する。

， ， （ ）標 特に博士後期課程(博士課程)では 専門分野として 健康生命科学 ヘルスバイオサイエンス
と社会技術科学（ソシオテクノサイエンス）を柱とし，これらを地域創生総合科学と連携するこ

， 。とにより 地域及び国際社会の要請に対応できる指導的な研究者及び高度専門職業人を育成する

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○ 学士課程・大学院課程別に各
年度の学生収容定員を別表に記
載

○ 全学共通教育・学部専門教育
の成果に関する具体的目標の設
定

・ 主体的に学修する態度を身に ・教養教育を充実するため，全学 平成 14 年度に明確にした本学の全学共通教育の理念，目的，目標を実
つけ，豊かな人間性と高い倫理 共通教育カリキュラムの再編を 現するため，カリキュラムを再編する必要があり，毎月開催した全学共通
観を持つ人材を育成するため 検討する。 教育センター運営委員会において検討した結果，新カリキュラムの編成を
に，教養教育の充実を図る。 終え，平成１７年度から実施することとなった。

・ 諸科学の基本的思考方法や言 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
語運用能力等，自立的に学習す 度は年度計画なし。
るための基盤を身につけ，事象
や課題を論理的・科学的に解析
することができる人材を育成す
るために，基盤形成科目の充実
を図る。

・ 複合的な視点から専門分野を ・専門基礎教育を充実するため， 総合的な視点から専門基礎知識を身につけさせるため，医学部では，e-
理解し，必要な専門基礎知識を 各学部のカリキュラムを点検 ラーニングによる医学英語自習プロジェクトを立ち上げ，化学，生物学と
身につけた人材を育成するため し，その充実方策を検討する。 専門教育の連係を強める対策について検討し，薬学部では，平成１８年度
に 専門基礎教育の充実を図る からの６年制に対応するための全面的なカリキュラム改訂について検討を， 。

行った。さらに総合科学部では，学科横断的なプログラムである「環境科
学プログラム」を新設し，学生に分かりやすい学習プログラムを明示する
ため「学生便覧」を改訂した。また，歯学部では 「基礎生物学」にチュ，

， ，ートリアル教育を導入する方向で検討を行い 語学教育の重要性を認識し
平成１６年度から３年次後期に「歯科英語」を開講し，工学部においては
学生の学習能力と自立性の向上を図る手段として，導入教育テキスト『 学「
びの技」はじめの一歩』を発行し，初年次教育の充実を図るとともに「工
学倫理 「ニュービジネス概論」を全学科で開講した。」，
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・ 専門領域の知識により新しい ・専門教育を充実するため，各学 教育研究の充実，財政負担の軽減を図るため，主要な授業科目は専任教
問題を発見し，解決する方法を 部のカリキュラムを点検し，そ 員が担当することとし，非常勤講師を極力抑制した。
創出でき，さらに実践的な行動 の充実方策を検討する。 専門教育を充実するため，医学部では，平成１８年度のカリキュラム改
力をもって社会に貢献できる進 訂に向けて検討を行い，歯学部では，コアカリキュラム部会を設け，４・
取の気風に富んだ人材を育成す ５年次のカリキュラム改定について検討し，薬学部では，平成１８年度か
るために，専門教育の充実を図 らの６年制に対応するための全面的なカリキュラム改訂について検討し，
る。 工学部では，専門教育の充実のために各学科でカリキュラム及び教育方法

について検討を行った。
さらに，歯学部２・３年次のカリキュラムについては既に改訂を終え，

工学部では，平成１１年度から進めている新工学教育プログラムの精神と
ＪＡＢＥＥが定める学習・教育目標が同等であることを確認し，ＪＡＢＥ
Ｅの目標に従って語学教育の充実，少人数教育，インターンシップ導入，
小テスト・レポート等の実施により，認証確保への作業を行い，高度な教
育が行える体制を整え，専門教育の充実を図っている。

○ 大学院教育の成果に関する具
体的目標の設定

・ 自立して課題を探求し，問題 ・大学院教育を充実するため，各 大学院教育の充実を図るため，点検及び充実方策定を検討した結果，次
を解決する能力を備え，専門分 研究科，教育部の取り組みを点 の事項を実施した。工学研究科では，本学の基本構想にある学部大学院６
野に対して積極性と責任感を持 検し その充実方策を検討する 年教育の方針に従い，一貫教育基本方針案やカリキュラム案について検討， 。
つ高度専門職業人，研究者を育 を行い，医科学教育部，栄養生命科学教育部，口腔科学教育部及び薬科学
成するために，大学院教育の充 教育部では，各教育部の講義を統括して，授業時間割表を編成した。その
実を図る。 結果，教育部間の壁は低くなり，大学院生は分野を越えて種々の講義を受

講できるようになり，視野が広まり，知識も幅広く持てるようになるなど
の成果があがった。

・ 優れた専門能力を身につけ， 18年度以降実施のため，16年 18年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
倫理感と国際感覚を持つ人材を 度は年度計画なし。
育成するために，大学院教育の
充実を図る。

・ ヘルスバイオサイエンスを基 ・ヘルスバイオサイエンスを基礎 統合医療教育開発センターが中心になって，医科学教育部，栄養生命科
礎とした，幅広い専門医療教育 とした，幅広い専門医療教育を 学教育部，口腔科学教育部及び薬科学教育部の４教育部共通カリキュラム
を推進する。 推進する。 と各教育部内共通カリキュラムを編成したことにより，大学院生は分野を

越えて種々の講義を受講できるようになり，視野が広まり，知識も幅広く
持てるようになるなどの成果があがった。

・ 工学分野及び基礎科学・人間 ・工学分野及び基礎科学・人間社 工学研究科と人間・自然環境研究科にまたがる大学院共通科目として１
社会科学分野が連携して，社会 会科学分野が連携して，社会基 ２科目を設け，社会技術科学に関する教育を推進した。
基盤を形成する先進的な社会技 盤を形成する先進的な社会技術
術科学に関する教育を推進す 科学に関する教育を推進する。
る。

○ 卒業後の進路等に関する具体
的目標の設定

学生の希望に添った進路に関 ・進路指導及び就職支援を充実す 編成した就職支援プログラムに沿って，学生が希望する進路に進めるよ
する指導を行い，国家試験の合 るため，各種就職ガイダンスを う，①公務員関係説明会②教員関係説明会③就職ガイダンス④企業説明会
格率，大学院への進学率，就職 体系的に網羅した就職支援プロ ⑤業界セミナーを実施し，年間で４７回（平成１５年度比１４回，42.4％

） ， （ ） 。率の向上に努めるために，就職 グラムを編成し，実施する。 の増 実施し 3,287名 平成１５年度比751名29.6％増 の参加があった
支援プログラムを導入する。 また，本年度初めて就職支援担当教職員対象に説明会を行い，２３名が参

加し，教職員へ就職支援の意識向上を図った。

○ 教育の成果・効果の検証に関
する具体的方策

・ 進路の動向や国家試験等の合 ・教育の成果を検証するため，進 教育の成果を検証するため，平成１５年度の進路と国家試験等の合格率
格率を継続的に調査し，教育の 路の動向や国家試験等の合格率 を調査・分析した。調査・分析結果は，教育研究評議会で報告し，合格者
成果を検証する。 を継続的に調査する。 数あるいは合格率が，前年度に比して思わしくない学部には注意を喚起し

た。

・ 学生・卒業生・第三者による ・教育の効果を検証するため，学 教育の成果を検証し，評価体制の構築を検討するため，各部局における
教育の成果に関する評価を実施 生・卒業生・第三者による教育 授業評価の実施状況調査と学生・卒業生・雇用主への教育成果に関するア
し，教育の効果を検証する。 の成果に関する評価体制を検討 ンケート調査用紙のモデル案を完成し，各学部でアンケート調査実施後は

する。 自己点検・評価委員会へ報告を行うなど評価体制を検討した。
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大学徳島

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標

○ アドミッション・ポリシーに関する基本方針
学生募集要項，入学案内等に各学部学科や各専攻の学生受入れ方針を明示し，志願者の個性や中

出身学部学科等での修学歴を尊重した入学者選抜を行う。
○ 教育課程に関する基本方針期

本学の教育理念と各学部学科の教育目標に則した教育課程を編成し，進路としての進学と就職
を考慮して，学部・大学院６年教育の推進と職業観教育を含む専門基礎教育の充実を図る。大学目
院では，各専攻の特色ある研究実績と経験を生かした教育課程を編成する。

○ 教育方法，成績評価等に関する基本方針標
修学意欲と講義の質の向上を図るため，教育方法，授業形態，履修指導及び成績評価の改善に

努める。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○ アドミッション・ポリシーに
応じた入学者選抜を実現するた
めの具体的方策

① 学部学生の受入れについて

・ 平成１８年度までに，各学部 ・各学部学科の学生受入れ方針 入試案内ホームページ全体についてリニューアルし 「学生受け入れ方，
学科の学生受入れ方針（アドミ （アドミッション・ポリシー） 針」及び「入学試験実施状況」を分かりやすく掲載した。また，徳島大学
ッション・ポリシー）と教育目 や修学情報を志願者に分かりや 案内「Let's challenge 2005」について全体のデザイン，レイアウト等の
標の関係を全学的に整備し，入 すく公開する。 改善を行い，カリキュラム表を掲載するなど修学情報を分かりやすく掲載
学から卒業までの修学情報を志 した。
願者に分かりやすく公開する。

・ 入学者選抜研究専門委員会を 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
中心に，多様な学習歴の志願者 度は年度計画なし。
に対応できる様々な選抜方法の
在り方を検討する。

② 大学院学生の受入れについて

・ 分野を異にする学内及び他大 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
学等からの志願者が受験しやす 度は年度計画なし。
い選抜方法を導入する。

・ 社会人特別選抜・留学生選抜 18年度以降実施のため，16年 18年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
等による入学者選抜の方法を見 度は年度計画なし。

， 。直し 秋季入学者の増員を図る

○ 教育理念等に応じた教育課程
を編成するための具体的方策

① 学部の教育課程について

・ 全学共通教育では，教育課程 ・学修の意義や過程が明確に理解 全学共通教育センター運営委員会を12回開催し，検討した結果，カリキ
， 。 ，を学生にとって，学修の意義や できる科目群に再編するため， ュラムの編成を終え 平成１７年度から実施することとなった このうち

過程が明確に理解できる科目群 全学共通教育カリキュラムの再 「大学入門講座」は今年度前期において試行実施し，新入生の大学への早
に再編する。 編を検討する。 期適応を図った。

・ 初年次教育の中に，学修への ・初年次教育の中に，学修への導 「大学入門講座」に関する検討を行い，保健管理センター及び図書館と
導入科目を置く。また，外国語 入科目 大学入門講座 を置く 共同で 「体と心の健康に関するビデオ 「図書館利用に関するビデオ」「 」 。 ， 」，
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によるコミュニケーション能 また，外国語によるコミュニケ を作成した。また，外国語によるコミュニケーション能力，情報リテラシ
力，情報リテラシー及び心身の ーション能力，情報リテラシー ー，心身の健康に関する教育等については，新カリキュラムにおいて基盤
健康に関する教育等の基盤形成 及び心身の健康に関する教育等 形成科目群に位置づけ，再編し，平成１７年度から実施する。
科目を再編充実する。 の基盤形成科目を再編充実す

る。

・ 本学の教育目標に則った科目 18年度以降実施のため，16年 18年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
群を学生の能力開発の科目群と 度は年度計画なし。
位置付け，各学部学科の教育課
程に組み入れる。

・ 学生の進路として，進学と就 ・キャリア教育を充実するため， インターンシップ事業を推進するため，授業内容への導入・実施システ
職を配慮し，専門基礎教育とキ 勤労観・職業観を醸成するため ムを検討し，総合科学部では，職業観の醸成を目的とした「社会学特論」
ャリア教育の充実を図る。 の講座の開設とインターンシッ の充実を行い，平成17年度から名称を変更し，学部共通科目「インターン

プ事業を推進する。 シップ」及び「インターンシップ実習」として開講することとしている。
また，薬学部では，１年次の講義で，卒業生の薬剤師または研究職にあ

る者を非常勤講師として，勤労観・職業観を醸成するための講義を実施し
た。

さらに工学部では，全学科にインターンシップに関する科目を設置して
おり，今年度新たに「ニュービジネス概論」及び「技術経営特論」の授業
を開設した。

② 大学院の教育課程について

・ 平成１８年度に，各研究科 18年度以降実施のため，16年 18年度以降実施のため，16年度は 。計画の進行状況等なし
専攻において，教育課程と授業 度は年度計画なし。
科目を見直し，自由な発想を育
て責任感や倫理観を養う総合科
目や複数専門領域にまたがる複
合的な専門科目等全学大学院共
通科目群を置き，専攻間相互の
教育連携を強化する。

・ 各研究科専攻の教育課程に， 19年度以降実施のため，16年 19年度以降実施のため，16年度は 。計画の進行状況等なし
他分野からの入学生を対象とし 度は年度計画なし。
た科目を検討し，接続を円滑に
する工夫を図る。

○ 授業形態，学習指導法等に関
する具体的方策

・ 平成１８年度に，教育実践 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は 。計画の進行状況等なし
推進機構を通じて，全学共通教 度は年度計画なし。
育及び学部専門教育の単位制度
の運用法や成績評価システム等
制度面における統一を図る。

・ 学生による授業評価を実施 ・学生による授業評価を定例化す 医学部（医学科，栄養学科 ，歯学部及び薬学部においては，学生によ）
， ，し，その評価結果を有効にフィ ると共に，その評価結果の有効 る授業評価を平成１７年度から実施するよう検討済みであり 総合科学部

ードバックして授業改善を図 なフィードバック方法を検討す 医学部保健学科，工学部及び全学共通教育では，各学期終了時に学生によ
る。 る。 る授業評価を定例的に実施し，評価結果を授業担当教員にフィードバック

するよう，授業改善を行った。

○ 適切な成績評価等の実施に関
する具体的方策

・ 平成１８年度に，授業科目の 18年度以降実施のため，16年 18年度以降実施のため，16年度は 。計画の進行状況等なし
成績評価基準を明確にし，厳格 度は年度計画なし。
な成績評価を実施する。

・ 成績評価法（ＧＰＡ等）を 18年度以降実施のため，16年 18年度以降実施のため，16年度は 。計画の進行状況等なし
標準化し，講義の質の向上を図 度は年度計画なし。
る。
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大学徳島

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標

○ 適切な教職員の配置を行い，学生の能力開発の視点に立った各学部・学科の教育内容の改善に
努める。中

○ 教育に必要な施設・設備，図書館，情報ネットワーク等の活用・整備に努める。
○ 教育活動の評価を実施し，その評価結果を質の改善につなげるための体制を整える。期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○ 適切な教職員の配置等に関す
る具体的方策

・ 教育実践推進機構の教育実践 ・教育実践推進機構の教育実践推 教育実践推進機構のもとに，特色GPの取り組みで企画した「創成学習開
推進本部，教育推進室及び学生 進本部，教育推進室及び学生支 発センター」の設置準備委員会を置き，同センターの設置を実現した。ま
支援推進室を中心に，学内委員 援推進室を中心に，学内委員会 た，大学教育委員会と密接な連携を取りながら，学生・教員・職員相互の
会及び各センター間にまたがる 及び各センター間にまたがる教 協力のもと，教育，学生支援に関する現状分析，改善への企画・提言を行
教育・学生支援プロジェクトを 育・学生支援プロジェクトを総 い，徳島大学の教育改善推進に貢献することを目的とした「教育の質を向
総合的に企画・推進する。 合的に企画・推進する。 上させるための学生ワーキンググループ」を設置し，学生参加型ＦＤを推

進した。

・ 学長裁量による教育・学生支 ・学長裁量による教育・学生支援 学長裁量により，全学共通教育センター及び創成学習開発センターに講
， 。 ，援等に必要な人的資源の活用を 等に必要な人的資源の活用を図 師を各１人 統合医療教育開発センターに助教授１人を配置した さらに

図る。 る。 平成１７年４月に配置予定である助手３人（学生支援センター，歯学部，
薬学部）の選考を終えた。

・ 大学院生のティーチング・ア ・ティーチング・アシスタント， ティーチング・アシスタント（ＴＡ）に対する教育支援に関する講習・
シスタント（ＴＡ）への採用， 技術職員等に対して教育支援の 研修として，総合科学部では，ＴＡに関する規則及び役割等についての説
技術職員の実験実習への支援体 ための講習・研修を企画する。 明会を２回，工学部では 「学びの相談室」に関する講習を３回実施した。，
制を充実させる。 また，薬学部では，ＴＡのレベルの向上を図るため，各研究室ごとに個々

に行っていた講習を，統一的な研修として実施することを企画した。

○ 教育に必要な施設・設備，図
書館，情報ネットワーク等の活
用・整備の具体的方策

・ 老朽化した施設・設備の改善 ・キャンパスの環境整備等によ 医学部栄養学科・保健学科の講義室不足を解消するため，蔵本地区共通
やキャンパスの環境整備等によ り 教育研究環境の充実を図る 講義棟を新設し，薬学部に模擬薬局を開設することにより，薬局での実務， 。
り 教育研究環境の充実を図る を体験できる環境を整備した。また，共通教育棟においては，エアコン未， 。

設置教室の解消，ＬＬ教室の機器更新，マイク設備及び視聴覚機器の整備
等を行い，教養教育環境の充実を図った。

， ， ， ，さらに 総合科学部 医学部及び薬学部において 新たに駐輪場を設け
工学部内には「車止め」を設置することにより自転車の駐輪状況を改善し
た。また，薬学部キャンパス内に大型テントを設置し，学生の憩いの場と
して利用できるようキャンパス環境の充実を図った。

・ 同一キャンパス内の講義室， ・同一キャンパス内の講義室，学 施設の利用効率を高めるため，総合科学部では，自習ｽﾍﾟｰｽに関する学生
学生研究室，実験実習室等の共 生研究室，実験実習室等の共用 ・大学院生に対してアンケート調査を行い，共用スペースの利用について
用化を推進し，利用効率を高め 化を推進し 利用効率を高める 改善を図った。また蔵本地区においては，パソコン室やスタジオプラザ等， 。
る。 について共用化を行っており，新たに蔵本地区共通講義棟も建設し，施設

の有効活用に努めた。



- 9 -

・ 附属図書館，高度情報化基盤 ・附属図書館，高度情報化基盤セ 工学部学生及び全学共通教育受講学生を対象としたポータルシステムを
センター，全学共通教育センタ ンター，全学共通教育センター 構築した。全学共通教育では２カ年計画で，マルチメディア言語演習シス
ー及び各学部において授業や学 及び各学部において授業や学生 テム（共通教育Ｄ３０１（ＬＬ教室 ）を整備した。ディジタルコンテン）
生の自習を支援するＩＴ機器， の自習を支援するＩＴ機器，ネ ツの整備・充実のため，e－ラーニングシステムの講習会を２回，ディジタ
ネットワーク利用環境の整備・ ットワーク利用環境及びデジタ ルコンテンツ作成の講習会を４回開催した。また，学習環境の IT 化を推
充実に努める。 ルコンテンツの整備・充実に努 進するための取り組み「ユビキタス技術による新しい学習環境の創生」が

める。 平成１６年度の現代GPに採択され，本年度は双方向の対話的な学びの実現
を目指してu-ラーニングの実験フェーズを完了した。

・ 附属図書館では，学生用図書 ・附属図書館では，学生用図書の 学生用図書に関し，図書経費及び選定方法等について検討のうえ， 整備
の整備・充実に努めるととも 整備・充実に努めるとともに， 充実を図るとともに，新入生を対象としたオリエンテーション(4月，全学
に，図書館利用に関する情報教 図書館利用に関するオリエンテ 部参加者1,687人)，図書館案内ツアー(4月，本館５回・分館１回開催，参
育を推進し 「学習支援室」と ーションを実施する。また，利 加者50人)及びOPAC検索・各種データベース等ガイダンス(4～12月，１０回，
の連携を目指す。また，利用環 用環境の整備と館内アメニティ 開催，参加者228人)の３種類を実施した。また，試験期間中に祝日開館を
境の整備と館内アメニティの改 の向上を図る。 実施し，蔵本分館では無人開館設備による２４時まで利用の試行，年末・
善を図る。 年始期間中の利用を実現し，利用環境の充実を図った。さらに，閲覧室等

の冷暖房機器の更新，身体障害者用設備として廊下・階段への手摺りの設
置，フロアマップ・総合案内図・各部屋の名称表示板(日本語，英語，中国
語)を作成するなど館内アメニティの向上を図った。

・ 創造性教育に必要な，ものづ ・創造性教育に必要な，ものづく 創成学習開発センターを設置し，学生の自主創造学習活動が具体化でき
くり・発表・討論などに関する り・発表・討論などに関する教 るよう，必要な施設・設備を整備した。
教育を推進する「創成学習開発 育を推進するため，必要な施設
センター」の充実を目指す。 ・設備を充実する。

・ 大学院生の研究室を中心とし ・大学院生の学習環境と研究スペ 医科学教育部では，平成１７年度に行われる医学部基礎実験棟改修工事
た学習環境を整備，充実する。 ースの実態調査を実施する。 に伴い，大学院生の教育・研究スペースの確保，学部学生の自習室の確保

。 ， ， ，を盛り込んだ計画を作成した また 薬科学教育部では 研究棟改修時に
既に実態調査を実施しており，その結果，大学院生の研究スペース(学生用
の実験室など)も十分に確保できている。さらに，人間・自然環境研究科で
は，研究室を中心とした学習環境を整備・充実するためアンケート調査を
行い，新たに大学院生スペースを確保し整備した。

・ 平成１７年度に，留学生セン ・平成１７年度に設置が予定され 平成１７年度に完成する「地域・国際交流プラザ（日亜会館 」内に留）
ターの施設を設置し，機能のよ ている留学生センターの施設の 学生センターを移転するため，留学生センター機能の検討結果を盛り込み
り一層の向上を図る。 機能について検討する。 整備計画を作成した。

○ 教育活動の評価及び評価結果
を質の改善につなげるための具
体的方策

・ 大学教育委員会に「教育の質 ・教育活動の質の改善を行うた 平成１６年８月１日付けで設置した「教育の質に関する専門委員会」を
に関する専門委員会」を置き， め，大学教育委員会に「教育の 常三島部会と蔵本部会に分け，地区別に教育システム（特に成績評価シス
教育活動の質の改善を図る。 質に関する専門委員会 を置く テム）に関する学内標準化（ＧＰの導入，ＧＰＡの活用，ＧＰＣ分析と授」 。

業間の成績評価格差の検討，履修単位上限制の導入，成績疑義の申し立て
制度等）を平成１８年度実施に向けて検討を行っている。

・ 全学的に教員の教育研究活動 ・教育の質の改善に活用するた 教育の質の改善に活用するため，本学が開発した徳島大学教育・研究者
に関する個人データベース化を め，全学的に教員の教育研究活 情報データベースシステム（EDB）を稼働させ，全教員の教育研究活動に関
行い，教育の質の改善に活用す 動に関する個人データベース化 する個人データベースを構築した。さらに，本システムから派生したデー
る。 に着手する。 タを利用し 「教育研究者総覧」をWeb上及びCDにより公開した。，

・ 教員の教育に関する評価基準 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は し。計画の進行状況等な
と評価方法を検討し，教育業績 度は年度計画なし。
に対する表彰制度を導入する。

○ 教材，学習指導法等に関する
研究開発及びＦＤに関する具体
的方策

・ 創造性教育の方法等を開発す ・創成学習開発センターに創成学 創成学習センターに「企画・設計部会 「実現・実施部会 「評価・改」， 」，
る組織の整備を目指す。 習法を開発する部門と学習成果 善部会」及び「公開・連携部会」の４部会を設置し，実現・実施部会で創

の評価方法を開発する部門を設 成学習法の開発を，評価・改善部会で学習成果の評価方法を開発すること
置する。 とした。また，学生の自主創造学習活動として学生によるプロジェクトや

センターのプロジェクトを複数立ち上げた。

・ 全学ファカルティ・ディベロ ・全学の教員の授業運営等に関す 第１期全学ＦＤ推進プログラム（2002/4-2005/3）に基づき各プログラム
ップメント（ＦＤ）推進プログ るスキルアップを図るため，全 （ＦＤ基礎プログラム，ＦＤリーダーワークショップ，ＦＤ推進ハンドブ
ラム（第１期：平成１４～１６ 学ファカルティ・ディベロップ ック作成ワークショップ，ＦＤ応用プログラム，ＦＤシンポジウム）を実
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年度，第２期：平成１７～１９ メント（ＦＤ）推進プログラム 施し，ＦＤ推進ハンドブック第３号（第９巻～第１１巻）を刊行した。
年度，第３期：平成２０～２２ を実施する。 さらに，第２期全学ＦＤ推進プログラム（2005/4 - 2008/3）の策定を行
年度）を実施し，全学 の教 った。
員の授業運営等に関するスキル
アップを図る。

・ ｅ-ラーニングのためのシス 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
テム使用法やコンテンツ作成法 度は年度計画なし。
等の教職員への技術支援を充実
する。

○ 全国共同教育，学内共同教育
等に関する具体的方策

・ 国内外の協定校，放送大学， ・国内外の協定校，放送大学，地 ５大学間（徳島大学，群馬大学，山形大学，愛媛大学，熊本大学 ，総）
地域の大学等との単位互換制度 域の大学等との単位互換制度を 合科学部と鳴門教育大学，放送大学と単位互換協定を締結している。平成
を充実させ，ＳＣＳを利用した 充実する。また，ＳＣＳを利用 １６年度は四国大学と単位互換協定を締結し，単位互換制度の充実を図っ
共通講義を行う。 した共通講義を行う。 た。また，中国・四国地区国立大学間共同授業においてＳＣＳを利用して

いる。

・ 教育及び学生支援を推進する
ため，次の項目について，整備
・充実を図る。

(ｱ) 全学共通教育の授業科目， 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
単位，履修方法，試験等の充実 度は年度計画なし。
について検討し，教育内容や教
育方法の改善を行う （全学共。
通教育センター）

(ｲ) 教養教育・専門教育の質的向 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
上のための研究・開発及びファ 度は年度計画なし。
カルティ・ディベロップメント
（ＦＤ）の企画を行う （大学。
開放実践センター）

(ｳ) 創造性教育に必要な教育方法 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
・評価法を開発・実施し，成果 度は年度計画なし。
を全国発信する （創成学習開。
発センター）

(ｴ) 外国人留学生に対する教育・ 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
生活指導，全学的な日本語教育 度は年度計画なし。
を行うほか，大学院入学前日本
語予備教育を実施する等機能的
な教育・実践を図る （留学生。
センター）

(ｵ) 学生及び職員の健康と予防医 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
学に関する教育を行う （保健 度は年度計画なし。。
管理センター）

(ｶ) 全学的立場から学生生活支援 17年度以降実施のため，16 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
の方策等の企画・調整及び実施 年度は年度計画なし。
を行う （学生支援センター）。

(ｷ) 教育のＩＴ化及び学生支援の 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
情報化に関する支援に努める。 度は年度計画なし。
（高度情報化基盤センター）

(ｸ) 放射線科学に関した本学の基 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
盤的な支援活動，放射線業務従 度は年度計画なし。
事者の教育訓練及び研究を充実
させる （アイソトープ総合セ。
ンター）



- 11 -

(ｹ) 学習用及び研究用図書・学術 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
情報の整備・充実に努める 附 度は年度計画なし。。（
属図書館）

(ｺ) 遺伝子組換え実験の安全管理 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
と技術教育に関する支援活動を 度は年度計画なし。
行う （ゲノム機能研究センタ。
ー）

(ｻ) 知的財産学，起業学，産学連 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
携学の教育に関する支援活動を 度は年度計画なし。

。（ ）行う 地域共同研究センター

○ 学部・研究科等の教育実施体
制等に関する特記事項

・ 医学，歯学，薬学，栄養学の ・医学，歯学，薬学，栄養学の各 統合医療教育開発センターを設置（４月）し，学長裁量ポストにより専
各研究科を統合した「ヘルスバ 研究科を統合した「ヘルスバイ 任の助教授を配置した。同センターでは，３学部（医学部，歯学部，薬学
イオサイエンス研究部」及び医 オサイエンス研究部」及び医科 部）間，４教育部（医科学教育部，口腔科学教育部，薬科学教育部，栄養
科学教育部，口腔科学教育部， 学教育部，口腔科学教育部，薬 生命科学教育部）間に共通する医療人育成や生命科学者育成のための特色
薬科学教育部，栄養生命科学教 科学教育部，栄養生命科学教育 あるカリキュラムの立案・実践・評価を行い，４科目を共通科目として開
育部の専攻間で共通性の高い分 部の専攻間で共通性の高い分野 講した。
野については共通教育により， については共通教育により，個 さらに，社会人学生が受講しやすいように，夜間講義（５科目）を平成
個別に専門性の高い分野につい 別に専門性の高い分野について １７年度から開講することとし，医療系教育の充実を図った。
ては専門的な教育支援に基づく は専門的な教育支援に基づく教
教育方法の改善により，医療系 育方法の改善により，医療系教
教育全体にわたり，その充実を 育全体にわたり，その充実を図
図る。 る。

・ 工学部，工学研究科及び総合 ・工学部，工学研究科及び総合科 工学部，工学研究科及び総合科学部，人間・自然環境研究科で，常三島
科学部，人間・自然環境研究科 学部，人間・自然環境研究科に 懇談会及び常三島ワーキンググループを設置し，関連分野が連携して，大
においては，学部及び研究科の おいては，学部及び研究科の見 学院部局化構想の検討を行った。
見直しを行い，社会的ニーズに 直しを行い，社会的ニーズに対
対応できる教育研究を推進する 応できる教育研究を推進するた
ため，関連分野が連携して学部 め，関連分野が連携して学部及
及び研究科組織の充実と改編を び研究科組織の充実と改編につ
目指す。 いて検討を行う。

・ 社会的要請に応えるため，医 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
学部保健学科の組織の高度化を 度は年度計画なし。
図る。
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大学徳島

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（４）学生支援に関する目標

○ 教職員は，正課及び正課外教育において，学生の人間的成長を図り，自立を促すための適切な
指導を行うよう意識改革に努める。中

○ 入学から卒業まで系統立てた学生支援を行い，進取の気風にあふれた学生生活を送り，希望に
添った進路に進めるよう支援する。期

○ 教育実践推進機構（教育推進室，学生支援推進室）の下に 「学生支援センター（学生生活支，
援室，就職支援室，学生相談室 「保健管理センター 「全学共通教育センター ，全学各種目 ）」， 」， 」
委員会等との連携を強化し，各種相談支援体制の充実を図る。

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○ 教職員の意識改革に関する具
体的方策

・ 教職員と学生との合同研修会 ・学生のニーズを的確に把握し， 学生等のニーズを把握するため，学長と大学院生・卒業予定者・学生の
を企画するとともに，在学生及 学生の意見を吸い上げるため， 保護者代表との懇談会及び学部長と在学生との懇談会を開催し，実施可能
び卒業生との懇談会をさらに充 在学生との懇談会を実施する。 な事項については，順次改善を行った。
実させ，学生・社会人等のニー また，教職員と学生との合同研 また，総合科学部では，新入生合宿研修を実施し，教職員と学生との交
ズを把握する。 修会や卒業生との懇談会の開催 流を深めた。

を検討する。

・ 学生による授業評価，学生支 ・学生の実状を把握し，学生に対 学部学生全員を対象とした生活実態調査を実施し，全学的な傾向を分析
援の在り方の実態調査を実施 するサービス水準を向上させる すると同時に，各学部学科固有のデータを提供し，新学期のオリエンテー
し，学生の視点を認識する。 ため，学生による授業評価や学 ションにおいて活用した。

生支援の在り方の実態調査を実
施する。

○ 新入生の支援に関する具体的
方策

・ 新入生の視点に立った初年次 ・ 新入生が豊かなキャンパスラ 各学部で新入生に「大学入門講座 （１単位）を正課授業として導入し，」
オリエンテーションを実施す イフを過ごせるようにするた 初年次オリエンテーションを充実させた。
る。 め，初年次オリエンテーション さらに，各学年で年度初めに学修・生活面に関するオリエンテーション

を充実させ，正課授業の一環と を行った。
して取り組み，実施する。

・ 学生個々のニーズに応じたき ・新入生が早く大学になじめるよ 新入生合宿研修，新入生と教員との懇談会や新入生と２．３年次生との
め細かな学生支援を行うととも う，学生個々のニーズに応じた クラス会を実施し，教務・学生委員，先輩学生のコース別履修相談・学生

， ， ，に，学生生活上の「Ｑ＆Ａ」を きめ細かな学生支援を行う。 生活相談を実施すると共に 学習支援室を設置し 特別講座の企画・実施
ホームページに掲載し，適格な 教員の待機等による学習を通じた交流により学生支援を充実した。
情報入手のスピード化を図る。

・ 修学及び学生生活支援のため 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
の小冊子「ガイドブック」を見 度は年度計画なし。
直し，内容の充実を図る。

○ 修学相談・支援に関する具体
的方策

・ 平成１６年度に，各学部，全 ・修学支援体制の整備・充実のた 各学部，全学共通教育センターに学習支援室等を設置し，多様な学習相
学共通教育センターに「学習支 め，各学部，全学共通教育セン 談に応じている。また，全学共通教育センターでは留学生センターと共同
援室」を開設し，修学支援体制 ターに学習支援室等を設置す で，学生のニーズに応じて English Chat Room を毎月１回開催し，修学支
の整備・充実を図る。 る。 援体制の充実を図った。

・ 学生と教員が双方向のコミュ ・学生と教員が双方向のコミュニ 学生と教員との双方向のコミュニケーションがとれるよう，全ての学部
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ニケーションを図ることの重要 ケーションをとるため，オフィ 及び全学共通教育においてオフィスアワーを設定し，シラバスに各教員の
性を認識し，オフィスアワーを スアワーを充実する。 オフィスアワーを明記するとともに，オリエンテーション等で学生に利用
充実する。 の説明を行うなど，オフィスアワーの充実を図った。

さらに，工学部においては，今後のオフィスアワーの改善に活用するた
め，オフィスアワーの各学科による実施報告書を作成した。

○ 進路相談・就職支援に関する
具体的方策

・ 就職支援室において，全学的 ・就職支援室において，進路相談 就職支援室において，進路相談・就職支援を強化するため，全学的な就
な就職ガイダンス，進路指導， ・就職支援を強化するため，全 職ガイダンス，進路指導，就職支援の説明会や講演会等を４８回開催し，
就職支援の講習会や講演会等を 学的な就職ガイダンス，進路指 延べ3,310名の参加があった。また，就職支援室ホームページをリニューア
開催し，就職支援体制の充実を 導，就職支援の講習会や講演会 ルして，就職ガイダンス情報等を学内学生・学外企業へ案内し，広報活動
図る。 等を開催する。 を強化した。進路指導や模擬面接では，157名（平成15年度比19名，13.8％

増 が就職相談を利用した 就職内定率は 83.9％ 15年度比8.5ﾎﾟｲﾝﾄ,11.） ， ， （
2％増）に上昇した（３月１日現在 。さらに，今年度から新たに，業界セ）
ミナー（3回実施93名参加）及び就職支援担当教職員対象説明会（1回実施2
3名参加）も実施し，進路相談・就職支援の強化を図った。

・ 就職相談員を常駐させ，学生 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
個々の進路（就職）相談に応じ 度は年度計画なし。

る。

・ 各学部卒業生の同窓会組織を 18年度以降実施のため，16年 18年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
活用し，在学生と卒業生との連 度は年度計画なし。
携を強化し，就職活動の第一歩
である企業訪問・ＯＢ訪問の円
滑化を図る。

○ よろず相談に関する具体的方
策

・ 平成１７年度を目処に，人間 ・人間関係・精神面に関する相談 相談件数の増加に対応するため，平成１６年から開室時間を延長（毎週
関係・精神面に関する相談件数 件数の増加に対応するため，カ 火曜日12:30～16:30,４時間延長）した。また，平成１６年７月より，非常
の増加に対応するため，カウン ウンセリングの充実に努める。 勤のカウンセラー１名を増員し，週１回４時間のカウンセリングを行って
セリングの充実に努める。 いる。その結果，カウンセリング件数は561件（平成15年度比439件，21.7

％増）増加した。

・ 学生生活支援室 学生相談室 ・入学してくる学生が多様化して 学生支援センターに，学生生活支援室，就職支援室及び学生相談室を設， ，
保健管理センターの連携を強化 いるため，学生生活支援室，学 置し，相談体制の充実を図った。また，学生相談室と保健管理センターが
する等相談体制の充実を図る。 生相談室及び保健管理センター 連携し，定期的（年２回）に連絡会・勉強会を実施した。

の連携の在り方を検討する。

・ 教職員を対象に，学生支援の ・教職員を対象に，学生支援の取 学生支援担当教職員研究会において，教職員を対象に講演（ カウンセ「
取組み方，ハラスメント，メン 組み方，ハラスメント等に関す ラーからみた現代の学生達の悩み ）を開催し，意見交換を行った。また，」
タルヘルスケア等に関する研修 る研修会・講演会を開催する。 全学の教職員を対象に人権についての講演会（ アカデミックハラスメン「
会・講演会を定期的に開催し， ト ）を常三島地区と蔵本地区で開催した。」
問題意識を深める。

○ 経済的支援に関する具体的方
策

・ 経済的に修学困難な学生及び 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
成績優秀者等への支援を行うた 度は年度計画なし。
め，外部資金を導入し，大学独
自の育英奨学基金の充実を図
る。

・ 授業料免除制度を継続させ， ・授業料免除制度を継続させ，学 授業料免除制度を継続させ，選考基準の見直しを行った。その結果，平
学生の経済的支援を行う。 生の経済的支援を行う。また， 成１７年度前期分より半額免除人数を４０名程度増加させることが可能と

同制度の有効活用のため，選考 なった。
基準の一部見直しを行う。

○ 課外活動支援に関する具体的
方策

・ 課外活動の活性化を図る観点 ・課外活動を活性化させるため， 体育系サークルリーダー研修を平成１６年１２月に実施し，３９人が参
から，大学による学外施設の借 スポット的に学外施設やリーダ 加した。また，フットサルの練習試合のため学外施設を６回借り上げるこ
上げ等を行い課外活動の支援を ー研修の会場の借上げを行い， とにより，課外活動の支援を行った。
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行う。 課外活動の支援を行う。

・ 施設・設備の改善・充実を図 ・施設・設備の改善・充実のた 緊急度の高いものから優先的に課外活動施設の整備を行い，学生会館，
る。 め，整備を進める。 部室，体育館，総合運動場及びヨット艇庫について，カーテン取り替え，

ベンチの設置，雨漏り補修及びエアコン設置等を行った。

・ 顕著な成績を挙げた団体・個 ・全国大会，中国四国大会等で優 優秀な学業成績・研究成果を修めた学生８名，課外活動において特に顕
人を表彰することにより，課外 秀な成績を挙げた団体・個人を 著な成績を挙げた学生１７名，団体３団体を学長表彰し，学業・課外活動
活動の活性化を図る。 表彰する。 の活性化を図った。

○ 学生寮・留学生宿舎に関する
具体的方策

・ 平成２０年度を目処に，老朽 ・寮の居住環境の改善のため，部 寮生のニーズを把握するため，副学長と寮生との懇談会を開催し，寮生
化している寮の居住環境の改善 屋の補修を行う。 の要望から緊急性及び必要性を考慮し，エアコンの設置（12室 ，老朽化）
を図る。 したカーペットの張り替え，椅子の更新，古いロッカーを撤去した。

・ 新たな留学生宿舎を整備し， ・留学生の居住環境を充実させる 平成１７年度に完成予定の留学生宿舎に関しての住環境整備案を作成し
留学生の居住環境の充実を図 ため，新たな留学生宿舎の整備 た。
る。 を検討する。

・ 日本人学生と外国人留学生と ・国際交流を推進するため，日本 学生寮の混住方式を進めた。また，平成１７年に完成予定の留学生宿舎
の混住方式とし，国際交流を図 人学生と外国人留学生との混住 に関して，日本人学生との混住計画を作成した。
る。 方式を検討する。

○ 福利厚生施設に関する具体的
方策

学生食堂 喫茶 売店 書籍 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。， ， （ ） 計画の進行状況等
等の施設・設備の改善・充実を 度は年度計画なし。
図るとともに，サービス提供の
改善・充実を図る。

○ 学生支援のＩＴ化に関する具
体的方策

平成１７年度を目処に，キャ 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
ンパスネットワーク上で，学生 度は年度計画なし。
と教職員相互の情報伝達を行う
ための有効な環境の整備を進め
る。

○ 社会人学生支援に関する具体
的方策

・ 社会人学生に対し，履修指導 ・社会人学生に対し，履修指導等 工学部では，社会人学生の支援を行うため，学びの相談室を自習室の隣
等の支援体制を充実する。 の支援体制を充実する。 に移設し，利便性の向上を図るとともに，社会人学生に対してもオフィス

アワーを導入し，履修指導等の支援体制を充実させた。また，医科学教育
部・栄養生命科学教育部・口腔科学教育部・薬科学教育部では，統合医療
教育開発センターにおいて，４教育部共通カリキュラム１２科目のうち５
科目を平成１７年度から社会人学生のために夜間開講することを定めるな
ど，社会人が受講しやすい講義時間帯を設定した。さらに，講義担当教員
が電子メール等を利用し，社会人学生に対する綿密な指導を行っている。

○ 留学生支援に関する具体的方
策

・ 平成２０年度を目処に，多様 ・多様な留学生に対する教育プロ 多様な留学生を受け入れのための教育プログラムについて，次の項目を
な留学生に対する教育プログラ グラムの導入を検討する。 検討した。①学習者の学習効果判定②学習者からのアンケート③授業に対
ムの導入に努める。 する自己評価。また，日韓共同理工系学部留学生の日本語教育プログラム

を作成し実施した。

・ 留学生センターに留学生相談 ・留学生センターに留学生相談窓 留学生の抱える問題解決に応えるため，常三島地区に常設している相談
窓口を常設し，学習，生活，進 口を常設し，学習，生活，進路 窓口に加え，蔵本地区留学生支援室（相談室）を新設し，職員１名を配置
路等の問題解決に努める。 等の問題解決に努める。 し，教員２名とともに生活及び学習相談に対応（来室者数1,740人）してい

る。なお，留学生センターニュース等による周知の結果，交流の場として
の機能（相談，交流・親睦，情報提供等）も高まっている。
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，・ 平成１８年度を目処に，私費 ・私費留学生が学習に専念できる 私費留学生に対する学内奨学金制度の公募方法の見直しを行うとともに
留学生が学習に専念できる環境 環境を確保するため，育英奨学 新規奨学金の資金提供企業（１社）の開拓を行った。
を確保するため，育英奨学金制 金制度の改善と拡充を検討す
度の改善と拡充に努める。 る。

・ 留学生の学習及び研究の一層 ・留学生の学習及び研究を一層向 留学生の学習及び研究の向上を図るため，日本語教育体制，チューター
の向上を図るため，平成１７年 上させるため 日本語教育体制 制度の充実について検討した結果，新たに学生サポーター，地域サポータ， ，
度を目処に，日本語教育体制， チューター制度の充実に向け検 ー制度を導入し，両サポーターによる留学生支援の活動を展開した。
チューター制度を充実する。 討する。
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大学徳島

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究成果等に関する目標

○ 自由な発想を基点としながらも研究の意義を自覚し，個別の研究が連携することによる相補的
な発展を図るための環境醸成に努め，基礎研究と応用開発研究を通じて，時代の要請に則した新中
しい領域を切り開き高度化することによって，国内外で高く評価される成果を生み出す。

○ 本学が従来成果を蓄積し高い評価を受けている，生命科学，産業技術科学等の分野の研究をさ期
らに拡充し，ますます先端化しつつあるそれぞれの分野において人文科学，社会科学分野の研究
と連携・融合することによって，国民の福祉と健康に寄与する研究の発展に努める。目

○ 学内の研究連携により基礎研究を開発実用化研究に活かし，その成果を組織的に社会に還元す
ることを中心的目標とする。さらに，個々の研究成果を地域社会の発展に活かすための地域連携標
事業を推進し，自治体と協力して事業の効率化と相互の組織強化を目指す。

○ 研究内容，成果等は，その研究目標・計画に照らし，水準や達成度について定期的に点検・評
価を実施することにより，厳正な検証を行う。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○ 目指すべき研究の方向性

・ 学部，研究科，研究センター ・学部，研究科，研究センター等 基礎研究，政策的・社会的課題に対応した研究（健康生命科学，社会技
等の研究推進計画を集約して， の研究推進計画を推進するた 術科学，地域創生総合科学）を第一期基本計画で重点目標として制定し，
第一期中期計画期間（平成１６ め，第一期中期計画期間（平成 研究の連携，大学院の融合・充実，教職員の柔軟な配置，研究資金の重点
年度～平成２１年度）における １６年度～平成２１年度）にお 配分，施設・設備の共用化，研究連携推進機構規則の整備など，研究推進
重点目標を設定し，実行する。 ける重点目標を設定し，推進体 体制の充実を行った。

制を固める。

・ 研究連携推進機構は各分野の ・国際社会で高く評価される研究 重点的な学術研究を推進するため，研究連携推進機構の評価・調整に基
連携による全学横断的な共同研 成果の創出を目指すため，研究 づき，組織横断的な研究推進事業として１２件,38,500千円 (平成15年度：
究を企画・調整し，重点的な学 連携推進機構が各分野の連携に ８件15,500千円)並びに萌芽的研究推進事業（パイロット研究支援事業)と
術研究を推進することにより， よる全学横断的な共同研究を企 して７件,45,000千円(平成15年度：７件，45,000千円)) について重点的に
国際社会で高く評価される研究 画・調整し，重点的な学術研究 配分した。
成果の創出を目指す。 を推進する。

○ 大学として重点的に取り組む
領域

，国民の健康な体と健全な心を ・国民の健康な体と健全な心を増 健康生命科学は①ゲノミクス・プロテオミクスを基盤とする先端医科学
増進する研究と国民の健全な生 進する研究と国民の健全な生活 ②生命科学を基盤とする機能性食品学，③高度先端医療を担う医科学，④
活を維持し進化させる研究の高 を維持し進化させる研究の高度 健康長寿を担う口腔健康科学，⑤フォーマコインフォマティックスを基盤
度化を基本目的として，分野間 化を目指すため，分野間の融合 とする薬科学の５項目，社会技術科学は①アナログ文化とデジタル文化を
の融合と連携を進める。これら と連携を進める。これらの目的 融合する情報技術科学，②物質とともに内面の快適性に中心をおいた環境
の目的を達成する上で重点的に を達成する上で重点的に取り組 調和型および循環型の環境技術科学，③先進物質材料およびナノテクノロ
取り組む領域を 「健康生命科 む領域を 健康生命科学 社 ジーを基盤とした生命技術科学の３項目，地域創生総合科学は①地域文化， ，「 」，「
学 「社会技術科学 「地域 会技術科学 「地域創生総合 ・国際交流に関する諸課題の分析と解決，②地域社会の情報高度化と地理」， 」， 」，
創生総合科学」とする。これら 科学」とする。これらの各領域 情報システムの確立，③地域住民の健康・福祉の増進を目指す諸課題の解
の各領域で重点的に取り組むべ で重点的に取り組むべき分野を 決の３項目を重点項目として設定し，計画を実施した。
き分野をそれぞれ３～６設定 それぞれ３～６設定し，実施す
し，計画の達成を目指す。 る。

○ 成果の社会への還元に関する
具体的方策

・ 技術移転，ベンチャー起業， ・技術移転，ベンチャー起業，産 知的財産の管理と活用を一元的に推進するため，知的財産本部における
産学官連携を積極的に推進する 学官連携を積極的に推進するた 発明審査体制を整備し，週一回開催する知的財産本部会議において，機関
ため，本学の部局・分野を越え め 「研究連携推進機構」を強 帰属発明８１件を承認した。また 「研究連携推進機構」を強化するため，， ，
て研究連携を図る「研究連携推 化し，知的財産の管理と活用を 地域共同研究センター，ＳＶＢＬ，知的財産本部の改組を行い，産学連携
進機構」を強化し，知的財産の 一元的に推進する。 研究企画部を平成１７年４月に新たに設置するべく規則を制定し，推進し
管理と活用を一元的に推進す た。
る。
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， ，・ 徳島地域連携協議会との連携 ・徳島地域連携協議会との連携を 社会連携推進機構が中心となって 徳島地域連携協議会との連携のもと
を強化し，連携事業の円滑な推 強化し，連携事業の円滑な推進 地域連携事業（脇町タウンミーティング，地域交流シンポジウム及び地域
進を図るため，徳島大学社会連 を図るため，徳島大学社会連携 と社会のＩＴフェアの開催）を推進した。
携推進機構の活用に努める。 推進機構の活用に努める。

○ 研究の水準・成果の検証に関
する具体的方策

研究分野毎に，自己点検・評 ・組織横断的な研究と萌芽的研究 平成１６年度は，１０月と１月に自己点検・評価を行った。
価を年度毎に実施するととも に特に焦点を当てて，重点的な また，学長裁量経費を活用し，組織横断的な研究推進事業として１２件,
に，外部評価を活用し，研究水 研究推進を行うため，研究水準 38,500千円 (平成15年度：８件15,500千円)並びに萌芽的研究推進事業（パ
準等を点検する。それらの結果 等の評価を反映させた資金配分 イロット研究支援事業)として７件,45,000千円(平成15年度：７件，45,000
を研究資源の配分に反映させ， を行う。 千円))を重点的に配分した。
組織横断的な研究と萌芽的研究
に特に焦点を当て，重点的な支
援を図る。
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大学徳島

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標

○ 重点目標として掲げる学際的な研究や，異分野間の協力・融合を必要とする全学的研究を推進
するため，学長の指導に基づき人材を適切に配置し，高度な研究実施体制の整備を図る。中

○ 評価に基づく研究資金配分を基本とし，特に若手研究者の育成と学際的な研究のための資金配
分に重点を置く。期

○ 研究目標・計画を実現するために 「戦略研究」に重点を置いた施設・設備等の整備と資源の，
有効な活用を図り，安全面等の環境整備に努める。目

○ 基礎研究と共に開発実用化研究を活性化し，その成果を適正に評価することにより，知的財産
の創出を図り，権利取得，管理及び有効な活用に努める。標

○ 研究活動に対する学外評価結果を厳正に受け止め，問題点や改善点を把握し，研究の質の向上
に反映させるとともに改善を図るためのシステムを整備する。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○ 適切な研究者等の配置に関す
る具体的方策

・ 人的研究資源の有効活用を図 ・人的研究資源の有効活用を図る 学長が人的研究資源の有効活用を行うことができるよう，各部局に定員
るため，評価や将来計画に照ら ため，中期計画や重点推進計画 供出を割り振ることにより，学長裁量ポストを設置した。
して，効果的な教員配置に努め に照らして，効果的な教員配置 この結果，地域貢献における情報システムの構築，大学教育に関する評
る。 に努める。 価法の開発研究等，１１のポストに中期計画や重点推進計画の目標達成の

ための教員を配置した。

・ 戦略的なプロジェクト研究の ・中期計画や重点推進計画達成の 戦略的なプロジェクト研究を育成するため，学長裁量経費を活用し,パイ
育成を図り，優れた教員を処遇 ため，必要な戦略的なプロジェ ロット研究支援事業として７件，45,000千円（平成１５年度：７件，45,
するシステムを研究し，定着を クト研究の育成を図る。 000千円),プロジェクト研究として１１件，44,100千円（平成１５年度：４
図る。 件，7,383千円）を重点的に配分した。

・優れた教員を処遇するために個 優れた教員を処遇するシステムを検討するため，業績評価項目及び評価
人評価システムの導入を検討す 基準等の検討を行い 「教育 「研究 「社会貢献 「組織運営 「支援， 」， 」， 」， 」，
る。 業務 「診療活動」の６つの業績評価項目と，それぞれの評価基準及び評」，

価方法を定め，平成１７年度から試行することとした。

○ 研究資金の配分システムに関
する具体的方策

， （ ） ，・ 運営費交付金による研究経費 ・効果的な資源活用のため，運営 研究経費のうち １３６百万円 １３％ を学長裁量経費として確保し
， ，を，基盤的な経費と重点的な経 費交付金による研究経費を，基 研究内容等の評価に基づきＣＯＥ研究拠点の形成支援 萌芽的研究の育成

費に区分する。重点的な経費に 盤的な経費と重点的な経費に区 学際的研究支援，若手研究者の育成等６８件に重点配分した。
ついては，研究内容等の評価に 分する。重点的な経費について
基づき学長裁量により配分す は，研究内容等の評価に基づき
る。 学長裁量により配分する。

・ 学外より獲得した競争的資金 ・効果的な研究推進のため，学外 効果的な研究推進のため，競争的資金に係る間接経費の７０％（９５．
にかかる間接経費の一定割合を より獲得した競争的資金にかか ５百万円）を学長裁量経費として確保し，学内共同利用機器整備・修理，
全学的な研究推進のために使用 る間接経費の一定割合を全学的 学内ＬＡＮ機器整備，研究執行に係る全学的事務補助，に充てるなどによ
し，学長裁量により運用する。 な研究推進のために使用し，学 り，研究基盤の充実を図った。

長裁量により運用する。

○ 研究に必要な設備等の活用・
整備に関する具体的方策

・ 老朽化した施設・設備の改善 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
や量的不足の解消等により，研 度は年度計画なし。
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究環境の充実を図る。

・ 学内の施設に 研究共用施設 ・共同研究を推進するため，学内 研究連携推進機構内の研究連携推進本部において，研究共用施設を指定「 」
を指定する 「研究共用施設」 の施設に「研究共用施設」を指 するとともに，その利用に関する課題を審議し，全学レベルで施設の入居。

（ ） ， （ ） ，については，研究連携推進機構 定する。それらを，研究連携推 期間 原則３年 の期限 活用実績 １９カ所１００％利用 等を評価し
長 学長 の承認により運用し 進機構長（学長）の承認により 有効利用に努めた。（ ） ，
活用実績について厳正な評価を 運用し，活用実績について厳正
行う。 な評価を行う。

・ 汎用性の高い設備の共用化を ・共同設備の学内周知と運用方法 汎用性の高い設備機器について，体系的に分類し，かつ，当該機器の仕
， ，進め，共同設備の学内周知と運 の簡素化を図るため，汎用性の 様・性能など詳細も含め 専用のホームページで学内に周知するとともに

用方法の簡素化を図る。 高い設備の共用化を進める。 ホームページから共同利用機器の利用予約ができるようにするなど共用化
に努めた。

・ 全学の学術情報基盤である附 ・附属図書館の電子図書館的機能 電子ジャーナル等の整備・充実について，中期計画期間中の「学術雑誌
属図書館としては，電子ジャー の充実を図るため，電子ジャー の整備方策について」の基本的な考え方等をまとめ，その結果，電子ジャ
ナルの充実や貴重資料のデジタ ナル等の整備・充実に努め，現 ーナル，データベースの利用整備に努めるとともに，図書館ホームページ
ルコンテンツ化の推進に努め， 在進行中の遡及目録入力計画を のポータル機能として，電子ジャーナルへのアクセス機能を改善，携帯電
現在進行中の遡及目録入力計画 進める。 話版ＯＰＡＣの稼働，併せて図書館ホームページをリニューアルした。
を進めることにより，電子図書 また，今年度も計画どおり，図書目録の遡及入力を行った。
館的機能の充実を図る。

○ 知的財産の創出，取得，管理
及び活用に関する具体的方策

・ 教員の発明に対して，育成・ ・教員の発明に対して，育成・保 特許権の機関帰属を明確にするため，知的財産に関するポリシーを明記
保護・活用を図るため，知的財 護・活用を図るため，知的財産 した「第一期基本計画」及び「徳島大学職務発明規則」を制定するととも
産に関する本学のポリシーを明 に関するポリシーを明確にし， に 「徳島大学の知的財産ポリシー及び利益相反ポリシーに関するＱ＆Ａ」，
確にし，特許権の機関帰属を原 特許権の機関帰属を原則とした を作成し，ホームページや関係冊子で周知を行うなど，機関帰属を原則と
則とした運用に努める。一方， 運用に努める。 した運用に努めた。
利益相反に関する本学のポリシ
ーを明確にしつつ教員の役員兼
業による大学発ベンチャー企業 ・利益相反に関するポリシーを明 利益相反に関するポリシーを明確にするため 「徳島大学の利益相反に，
創出を進める。 確にしつつ教員の役員兼業等に 関する指針 及び 利益相反委員会規則 を制定するとともに 教員に 利」 「 」 ， 「

」 ， 。よる共同研究や大学発ベンチャ 益相反に関する自己申告書 を任意で提出させ 約５００人の回答を得た
ー企業創出を進める。 また，利益相反アドバイザー，コーディネーターを任命して活動を開始

するとともに「知的財産本部会議規則」を充実し，役員兼業を適正に審査
する体制を整え，これまでに４７件の審査を行った。

さらに，徳島県と協力して，平成１６年１２月にベンチャーファンドを
立ち上げ，大学発ベンチャー企業創出を推進することとした。

・ 「研究連携推進機構」を整備 ・知的財産の創出・管理・運用を 「産学連携の相談 「技術相談 「特許・利益相反届け出相談」など知」， 」，
拡充した機構内の「知的財産本 強化するため 「研究連携推進 的財産に関する管理・運用体制を整備し，知的財産本部の活用を図った。，
部」の活用を図り，知的財産の 機構」を整備拡充した機構内の なお，相談件数は，３１７件で対前年度比２６％増となった。

「 」 。創出・管理・運用を強化する。 知的財産本部 の活用を図る
これと連動して，地域共同研究
センターの位置付けを見直し，
地域と密着した共同研究が実施
しやすい体制を整え，四国TLO
等を活用して産学官連携機能を
強化する。

○ 研究活動の評価及び評価結果
を質の向上につなげるための具
体的方策

・ 本学の新規採用教員の一部及 ・教員の流動性を高め，研究の活 研究の活性化を図るとともに，教員の流動性を高めるため，医学部など
びプロジェクト研究等に任期制 性化を図るため，新規採用教員 ９部局における特定の計画に基づく教育研究を行う教員，多様な人材の確

， ， （ ） ，を適用し 教員の流動性を高め の一部及びプロジェクト研究等 保が求められる組織 分子酵素学研究センターなど の教員などについて
研究の活性化を図る。 に任期制を適用する。 任期制を導入した。平成１６年度に任期付教員として雇用されているもの

は３５人で，全教員数の３.９％に達している。

・ 教員の業績評価基準を定め， ・教員評価の適正化を図るため， 教員評価の適正化を図るため，業績評価項目及び評価基準等の検討を行
評価結果を処遇に反映させるシ 教員の業績評価基準について検 い 「教育 「研究 「社会貢献 「組織運営 「支援業務」及び「診療， 」， 」， 」， 」，
ステムを平成１７年度より試行 討する。 活動」の６つの業績評価項目と，それぞれの評価基準及び評価方法を定め
的に実施した後，第一期中期計 た。
画期間内に制度の定着を図る。
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・ 業績審査システムが定着する ・業績の顕著な教員に対する優遇 平成１６年度においては，各部局の評価システムを活用し，業績の顕著
までの間は，各部局における評 措置を講ずるため，業績審査シ な教員に対して，次のとおり優遇措置した。
価システムを活用し，業績の顕 ステムが定着するまでの間は， 業績手当（ ６月期勤務成績優秀者） ： 184人
著な教員に対する優遇措置を講 各部局における評価システムを 業績手当（１２月期勤務成績優秀者） ： 146人
ずる。 活用する。 特別昇給 ： 122人

・ 徳島大学教育・研究者情報デ ・全学的な研究状況等の検証と研 徳島大学教育・研究者情報データベースについて，
ータベースの改善・充実を図 究の活性化に活用するため，徳 ①教育研究者総覧Web公表システムの構築，②学部，研究科シラバス作成シ
り，全学的な研究状況等の検証 島大学教育・研究者情報データ ステムの整備，③全学教職員認証システムの構築，④公開鍵基盤(PKI)によ
と研究の活性化に活用する。 ベースの改善・充実を図る。 る教員への個人証明書発行システムの構築，⑤相互認証の基盤情報として

のDNS情報生成システム(EDB/DNS)の運用，⑥サーバ証明書発行システムの
構築などの改善・充実を図った。

○ 全国共同研究，学内共同研究
等に関する具体的方策

・ 「研究連携推進機構」が中心 ・部局の枠を超えたプロジェクト 学際的な研究を育成するため，学長裁量経費を活用し，パイロット研究
となり部局の枠を超えたプロジ 研究を積極的に推進し，特に萌 支援事業として７件，45,000千円（平成１５年度：７件，45,000千円)，学
ェクト研究を積極的に推進する 芽的研究の立ち上げを支援する 際的プロジェクト研究計画に１０件，28,500千円（平成１５年度：８件，1
ための調整と立案を行う。 ため，現行の「パイロット研究 5,550千円）について重点的に配分した。

支援事業」を充実し，学際的研
究を育成する。

・ 特に萌芽的研究の立ち上げを 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
支援するために現行の「パイロ 度は年度計画なし。
ット研究支援事業」を充実し，
学際的研究を育成する。

・ 未来医療の確立を目指す基 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
礎研究と大学病院及び産業界と 度は年度計画なし。
連携して先端医療の実用化を目
指す開発研究を推進するため，
組織的な充実と改変を行い，学
内に高度な成果蓄積のある生命
科学分野の人材を結集した世界

高水準の研究拠点を築く。

・ 下記の項目における研究等の
活動を活性化するため，将来計
画を常に検討し，組織の充実や
改変を図り，高水準の研究を推
進する。

(ｱ) プロテオミクス 構造生物学 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。， ， 計画の進行状況等
情報生物学の研究基盤を整備し 度は年度計画なし。
つつ，酵素・蛋白質研究を中心
とした先端医療科学に関する研
究を行う （分子酵素学研究セ。
ンター）

(ｲ) 地域産業や本学の研究開発を 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
活性化するための共同研究を行 度は年度計画なし。
う （地域共同研究センター，イ。
ンキュベーション施設，サテライ
トベンチャービジネスラボラトリ
ー）

(ｳ) 本学の情報機能を高度化する 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
ための基盤的な支援活動及び研 度は年度計画なし。
究を行う （高度情報化基盤セ。
ンター）

(ｴ) ポストゲノム科学を中心とし 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
た医療開発等に関する研究を行 度は年度計画なし。
う （ゲノム機能研究センター）。
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(ｵ) 放射線科学に関した本学の基 17年度以降実施のため，16 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
盤的な支援活動，放射線業務従 年度は年度計画なし。
事者の教育訓練及び研究を行
う （アイソトープ総合センタ。
ー）

(ｶ) 環境問題と防災問題を総合的 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
に研究し，災害の予防と対策に 度は年度計画なし。
関して社会に貢献する （環境。
防災研究センター）

○ 学部，研究科，各センター等
の研究実施体制等に関する特記
事項

・ 医学，歯学，薬学，栄養学の ・融合型研究の芽を引き出し研究 独創的かつ先端的な取り組みとして，ヘルスバイオサイエンス研究部等
各研究科を統合した「ヘルスバ 成果の創出を図るため，医学， において，プロテオミクス，ゲノム分野，各種感染症，ガン治療法の確立
イオサイエンス研究部」及び医 歯学，薬学，栄養学の各研究科 など先端的な教育・研究を推進した。
科学教育部，口腔科学教育部， を統合した「ヘルスバイオサイ
薬科学教育部，栄養生命科学教 エンス研究部」及び医科学教育
育部では独創的かつ先端的な研 部，口腔科学教育部，薬科学教
究・教育を推進し，融合型研究 育部，栄養生命科学教育部で，
の芽を引き出し研究成果の創出 独創的かつ先端的な研究・教育
を図る。 を推進する。

・ 工学部，工学研究科及び総合 ・工学部，工学研究科及び総合科 工学部，工学研究科及び総合科学部，人間・自然環境研究科で，常三島
科学部，人間・自然環境研究科 学部，人間・自然環境研究科に 懇談会及び常三島ワーキンググループを設置し，関連分野が連携して，大
においては，学部及び研究科の おいては，学部及び研究科の見 学院部局化構想を検討している。
見直しを行い，社会的ニーズに 直しを行い，社会的ニーズに対
応じた研究教育を推進するた 応できる教育研究を推進するた
め，関連分野が連携して学部及 め，関連分野が連携して学部及
び研究科組織の充実と改編を目 び研究科組織の充実と改編につ
指す。 いて検討を行う。

・ 社会的要請に応えるため，医 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
学部保健学科の組織の高度化を 度は年度計画なし。
図る。
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大学徳島

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標を達成するための措置
（１）社会との連携，国際交流等に関する目標

○ 地域の事業ニーズを把握し，本学が保有する知的資源を学内の研究連携により実用化研究に生
かし，その成果を地域に還元する。中

○ 本学が保有する知的資源に係る情報を積極的に公表し，地域との共同研究の拡大につなげる。
○ 社会人の積極的な受入れ及び自治体等との連携協力による生涯学習等支援を積極的に推進し，期

地域に開かれた大学を目指す。
○ 海外の大学との学術交流を一層推進し，教職員等の交流体制を充実するとともに，教職員の海目

外派遣制度を強化する。
○ 国際交流，国際連携を推進する。標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○ 地域社会等との連携・協力，
社会サービス等に係る具体的方
策

・ 徳島地域連携協議会との連携 ・自治体の抱える課題の解決など 自治体との連携事業の円滑な推進を図るため，徳島地域連携協議会を前
を強化し，連携事業の円滑な推 自治体との連携事業の円滑な推 年度と同様に２回開催し，さらに同協議会との共催で脇町タウンミーティ
進を図るため，徳島大学社会連 進を図るため，徳島地域連携協 ング及び地域交流シンポジウムを開催した。
携推進機構の活動を強化し，自 議会を定期的に開催する。 また，徳島地域連携協議会に「ＩＴ推進」ならびに「環境防災」の２専
治体の抱える課題解決などに協 門部会を設置し，事務局を本学に置いた。
力する。 さらに，徳島地域連携協議会が契機となり，勝浦町「ふれあいの里さか

もと」の農村体験プログラムや上勝町のワーキングホリディなどに学生・
教職員が参加した。また，平成17年度から，徳島県自治研修センター主催
の「徳島大学セミナー講座」を開講することを決定した。

・ 事業ニーズの発掘に資するた 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
め，本学の研究成果をデータベ 度は年度計画なし。
ース化し，インターネット等を
活用して積極的に情報発信す
る。

・ 公開授業を含む年間１００講 ・公開講座・生涯学習支援を通じ 公開講座を通じて地域の文化向上に貢献するため，平成１６年度に公開
座開講を維持し，公開講座・生 て地域の文化向上に貢献するた 講座を１４７講座開講し，１，９９２名が受講しており，いずれも前年を
涯学習支援を通じて地域の文化 め，公開授業を含む年間１００ 上回っている。さらに，受講満足度についても，受講者アンケート調査満
向上に貢献する （大学開放実 講座開講を維持する。 足度において，４段階評価で平均３．８という高い評価を得た。。
践センター） （大学開放実践センター）

・ 地域社会に根ざした大学の図 ・地域社会に根ざした大学の図書 学外者への図書館サービスを学生と同レベルにするため，図書貸出冊数
書館として，平成２１年度を目 館をめざして，地域住民への図 の増冊（３冊から５冊へ）を４月１日から実施した。この結果，学外者の
処に，他機関との相互協力をは 書館サービスを推進する。 登録人数が１４％（１８４人 ，入館者が２５％（３，７９７人 ，貸出冊） ）
じめ，地域住民への図書館サー （附属図書館） 数が３６％（５４１冊）それぞれ増加し，推進できた。

。（ ）ビスを推進する 附属図書館

・ 医療情報ネットワークを構築 ・地域の医療・保健・福祉の向上 生活習慣病，遺伝疾患の情報提供についてデータベースを構築し，ＨＰ
し，地域の医療・保健・福祉の に貢献するため，医療情報ネッ から閲覧を可能にした。また，病診ネットの開発，バーチャル相談室の設
向上に貢献する。 トワークを構築する。 置，ＦＡＸ予約業務の開始等により，地域医療連携センター（医療連携福

祉室を改組）の充実を図り，地域医療連携に貢献した。

○ 産学官連携の推進に関する具
体的方策

「 」 （ ），・ 行政，民間企業等の要望をく ・行政，民間企業等の要望をくみ 徳島県と共同で とくしま交流サロン６：００ の開催 ２ヶ月に１回
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み取るシステムの構築と共同研 取るシステムの構築と共同研究 徳島ＭＯＴ講座の開講，中国・四国地区大学知的財産戦略研修会の開催な
究の推進を図る。 の推進を図る。 ど行政，民間企業等の要望をくみ取るシステムの構築・共同研究の推進に

努めた。さらに，東京および大阪にサテライトオフィス開設し，本学のシ
ーズをアピールするための地元企業との交流会などを開催した。

また，民間企業と包括協定を締結し，特化した研究テーマに対して民間
企業から研究費の支援を受ける事業を実施した。

・ 受託研究や受託研究員を積極 ・受託研究や受託研究員を積極的 受託研究等の受け入れについて，ホームページに掲載し，関係するパン
的に受入れる。 に受入れる。 フレットを作成するなどにより学外への周知を図り，積極的な受け入れに

努めた。この結果，受託研究が７８件，７０８，９１５千円（１５年度：
６８件４８２，９９０千円）に増えた。

○ 知的財産本部を積極的に活用 ・ 知的財産本部を積極的に活用 発明・特許の機関帰属は，平成１６年度から実施しているが，平成１６
し，民間企業などへの技術移転 して，機関帰属となった発明・ 年度における機関帰属された発明・特許の民間企業への技術移転件数は，

「 」 ， 。の件数を大幅に増加させる。 特許の民間企業等への技術移転 再生骨材によるコンクリートの製造方法 など３件 ２５万円となった
を図り，対価を獲得する。

○ 地域の大学等との連携・支援
に関する具体的方策

県内の大学等との交流を図る 18年度以降実施のため，16年 18年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
とともに，放送大学等との単位 度は年度計画なし。
互換を充実する。

○ 留学生交流その他諸外国の大
学等との教育研究上の交流に関
する具体的方策

・ 留学生の受入・派遣の両面で ・留学生交流の改善を図るため， 留学生の受入及び派遣推進策を検討し，以下の諸策を実施した。
一層の交流を推進するととも 留学生の受入・派遣の両面での ・ 学長裁量経費で招聘した米国の日本語教師との討議によって，日米間留
に，より質の高い留学生の受け 推進を検討する。 学生数のアンバランスの解消策を見いだした。
入れ，特色ある大学との交流を ・ 日本語学校の訪問及び国内の留学説明会や国外の日本留学フェアに参加
図る。 し，留学希望者に情報提供するとともに，受入部局に対し，情報提供を行

った。
・ 奨学金情報を留学生センターのホームページ上で公開した。
・ 徳島大学留学生データベースを構築し，平成１６年度在学生のデータ入

力を完了した。

・諸外国の大学との教育研究上の 本学の国際的な教育・研究活動を活性化するため 「徳島大学における，
交流を活性化するため，特色あ 国際化ポリシー」を策定し，同ポリシーにより，本学と交流実績のある海

， 。 ，大学との交流の推進を検討す 外の協定校の内 数校を重点協定校として選定することを決定した また
る。 重点協定校の候補大学である韓国慶北大学校国際センターと今後の交流計

画等について，本学でミーティングを開催した。

・ 多様な留学生交流推進制度を ・学生の相互交流と交流の質の向 学生の相互交流短期留学プログラムの策定のため オークランド大学 ニ， （
導入し，学生の相互交流と交流 上を図るため，多様な留学生交 ュージーランド）及びブロック大学（カナダ）へ訪問調査を行い，情報収
の質の向上を図る。 流推進制度の導入を検討する。 集を行った。その情報等を基に検討した結果，派遣留学プログラム（案）

を作成した。

・ 英語による授業，学生や教職 ・世界に通用する人材の育成を図 本学における教職員・学生の派遣交流等の活発な展開を促進するため，
員のトップレベルの機関への派 るため，学生や教職員をトップ 国際連携推進室で検討を重ね，本学における国際戦略の方針である「徳島
遣などを通して，世界に通用す レベルの機関へ派遣することを 大学における国際化ポリシー」を策定した。

， ， ，る人材の育成と研究教育の向上 検討する。 また ニュージーランドのオークランド大学に ３ヶ月間職員を派遣し
を図る。 人材の育成を図った。

・ 留学生と日本人学生，地域住 ・国際交流活動を充実させるた 学生サポーターによる韓国の留学生との交流会や大学の日本語教育プロ
民との交流を通じて国際交流活 め，留学生と日本人学生,地域 グラム内での相互学習を実施するとともに，地域サポーターによる日本語
動を充実させる。 住民との交流会を定期的に開催 サロンの開催（５回 ，日本語授業への参加（４回）などを実施した。）

する。 また，徳島県の要請により，地域に向けて国際交流に関する講座を８回
開催した。

さらに，徳島地域留学生交流推進協議会事務局として，県内各種交流会
を開催するとともに，広報誌「かずらばし」を発行した。

・ 帰国留学生への情報提供等の 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
定期的なフォーローアップを行 度は年度計画なし。
う。
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・ 学生の海外留学に関する的確 ・学生の海外留学を推進するた 留学を希望する学生に対して学内説明会（計４回）を開催し，情報提供
な情報等を組織的に提供する。 め，留学に関する的確な情報等 を行った。また，日本学生支援機構からのＳＣＳ配信により留学情報の提

を組織的に提供する。 供を行った。さらに，短期語学研修の情報提供により，３７名の学生が語
学研修に参加した。

また，的確な留学情報等を学生に提供するため，学長裁量経費でオーク
ランド大学（ニュージーランド ，ブロック大学（カナダ）へ訪問調査を）
行い，派遣プログラム策定のための情報収集を行った。

○ 教育研究活動に関連した国際
連携に関する具体的方策

・ 海外への広報活動を積極的に 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
推進するとともに，平成１９年 度は年度計画なし。
度を目処に，教育研究情報を海
外の大学へ発信するための効果

， 。的な組織体制 施設整備を図る

・ 平成２１年度を目処に，大学 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
が有する知識と技術 知的財産 度は年度計画なし。（ ）
の国際活用を目指して，組織と

。 ，体制を構築・充実させる また
教職員，学生の意識の向上を目
指す。

・ 平成１９年度を目処に 卒業 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。， ， 計画の進行状況等
修了した留学生との連携を強化 度は年度計画なし。
し，国際連携ができる組織と体
制を充実させる。

・ 平成１９年度を目処に，各学 17年度以降実施のため，16 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
部，各教職員の国際交流・連携 年度は年度計画なし。
に関する取り組みに対して，支
援体制を充実させる。
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大学徳島

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標を達成するための措置
（２）附属病院に関する目標

，「 ，徳島大学医学部・歯学部附属病院の基本理念は 生命の尊重と個人の尊厳の保持を基調とし
， ， 。」中 先端的で かつ生きる力をはぐくむ医療を実践するとともに 人間愛に溢れた医療人を育成する

ことである。これを実現するために次の目標を掲げる。
○ 生きる力を提供する医療機関を目指す。期

患者の生命・生活の質（ＱＯＬ）を向上させる患者本位の全人的医療を中心にすえ，統合した医
療と医学・歯学の進歩を背景とした先端医療を提供する。目

○ 統合されたチーム医療の創生を図る。
医科診療と歯科診療の統合による医療の共用化，合理化，効率化を図り，新たに優れたモジュー標
ル・ネットワークを推進する。特徴あるチーム医療，高度先進医療，社会が求める優れた医療人
の育成，地域医療への貢献を目指す。

○ 高度情報化社会に対応した医療を推進する。
新世代の高度病院情報システムを構築し，診療の質の確保と向上，診療情報の共有化，地域医療
機関との連携，双方向性の遠隔診療などにより，患者，医療人，地域医療機関への情報提供を通
して，ヒューマンサービスとしての医療を普及させる。

○ 経営・運営に関する目標
ＩＴ導入による繊細かつ緻密な経営技術により効率的で有効性の高い経営と運営を図ることを目
指す。

○ 研究に関する目標
高度先端医療，先進医療の推進を図るとともに，保健機能食品の開発を推進する。

○ 施設，設備の整備・活用に関する目標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○ 生きる力を提供する医療機関
を目指し，統合されたチーム医療
の創成を図るための具体的方策

・ 食と健康センター外の特殊診 ・地域医療への貢献，患者サービ 設置計画のあった６特殊診療部門のうち 「食と健康増進センター」等，
療部門の設置・充実等を平成１ スの向上等のため 「食と健康 ５部門の設置を行った。，
６年度～平成２１年度の間に図 増進センター」等の特殊診療部 充実計画のあった「子と親のこころ診療室」等４部門について，ほぼ計
る。 門の設置・充実を行う。 画どおりの充実が図れた。さらに，周産母子センターについては，国立大

学附属病院では初めて「総合周産期母子医療センター」として機能するこ
とが認められた。

・ 医科診療と歯科診療の統合に ・統合されたチーム医療を行うた 医科の心身症科・神経内科と歯科の共診患者を診る顎関節治療部の１７
よる，横断的診療体制をモジュ め，医科診療と歯科診療の統合 年度設置に向けて顎関節外来を１０月より開始した。
ール化（ユニット化）診療とし による横断的診療体制を，モジ また，歯科金属アレルギー外来を医科診療部門と歯科診療部門の横断的
て構築する。 ュール化（ユニット化）診療と 診療体制を構築した。

して構築することを検討する。

・ 医療連携福祉室を充実し，病 ・病病連携，病診連携の推進等の 病診ネットの開発，バーチャル相談室の設置，ＦＡＸ予約業務の開始等
病連携，病診連携を推進する。 ため，医療連携福祉室を充実す により，地域医療連携センター（医療連携福祉室を改組）の充実を図り，

る。 地域医療連携に貢献した。

・ 医療の質の向上，標準化，効 ・医療の質の向上，標準化，効率 医学科・歯学科の附属診療部門を備えた大学附属病院では，日本で始め
率化を図るため，ＩＳＯ９００ 化を図るため，ＩＳＯ９００１ てＩＳＯ９００１の認証登録を受けることができ，ＩＳＯ９００１のベー
１の取得，クリニカルパスの導 の取得とクリニカルパスの導入 スであるＰＤＣＡサイクルの考え方が芽生えてきている。
入等を推進する。さらに職員に 等を推進する。 また，医療支援センター内に「ＤＰＣ・クリニカルパス支援室」を設置
対する評価基準の設定を検討す し，クリニカルパス導入可能な症例について，ほぼ導入を済ませた。
る。

・ 良質な医療人の育成のため， ・良質な医療人の育成のため，卒 指導医セミナーの開催，米国から研修指導医の招聘，全国共通「ＥＰＯ
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医療職の枠を超えた研修体制の 後臨床研修センターの充実を図 Ｃ」を利用した研修内容の評価，研修医のアンケート結果に基づく優秀指
， ， 。確立を図るとともに，卒後臨床 る。 導医の表彰 研修室の設置等を行うことにより 研修内容の充実を図った

研修センターの充実により，卒 また，学外研修施設の確保，指導歯科医養成のための講習会実施，控室
後教育の充実強化を図る。 の整備，総合歯科診療部の歯科診療棟１Ｆへの設置等により，１８年度卒

後臨床研修に向けて準備は着実に進んでいる。

○ 高度情報化社会に対応した医
療に関する目標を達成するため
の具体的方策

・ ｅ-ラーニングの構築による 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は なし。計画の進行状況等
地域連携と生涯学習に関する計 度は年度計画なし。
画を推進する。

・ 携帯端末による診療予約等， ・患者サービスの向上を図るた 患者サービスの向上を図るため，地域の医療機関や患者に，より簡便で
患者サービスの向上に関する計 め，携帯端末による診療予約等 確実な予約サービスが提供でき，かつ，大学病院側の予約管理もしやすい
画を推進するとともに病院情報 について検討する。 診療予約システムの仕様書について作成を終えた。
機能の向上を図る。 また，地域の医療機関と形成外科が連携し診療補助・診断を行う褥瘡シ

ステムプログラムの実用版が完成したことにより，地域における褥瘡対策
や知識向上が可能となった。

○ 経営・運営に関する目標を達
成するための具体的方策

・ 既存の組織，施設基準等の継 ・病院経営の効率化を図るため， 「医療支援センター」を設置し，診断群分類選択の適正化，クリニカル
続的な見直しを行い，病院経営 既存の組織，施設基準等の見直 パス充実による診療日数の短縮化と診療コストの削減，退院患者のカルテ
の効率化を図る。 しを検討する。 管理及び準無菌治療室の設置等による診療録管理体制加算の取得を図った

結果，病院収入が増加した。
さらに，医療材料委員会を設置し，医療材料の選定および適正な在庫管

理に努めた結果，コスト削減が図れた。

・ 有効な情報システムの導入に ・経営改善に資するため，有効な 経営改善に資するため，管理会計システムの導入を終え，平成１７年度
より，経営改善に努める。 情報システムを導入する。 第２四半期中の運用開始に向け準備中である。

・ 経営戦略担当副病院長・病院 ・職員の経営に対する意識改革を 学外講師，経営戦略担当副病院長等により「病院経営」に関する講演会
長補佐による職員の教育・経営 図るため，経営戦略担当副病院 等（病院経営に関する講演会２回，包括制度評価研究会２回）を開催し，
戦略指導を強化することによ 長・病院長補佐による職員の教 病院職員の経営に対する意識改革を図った。
り，職員の経営に対する意識改 育・経営戦略指導を強化する。
革を図る。

・ 外部委託可能業務については ・経営改善のため，外部委託可能 病院の外部委託業務について検討を行うための外部委託業務ワーキング
適正化を図る。 業務の適正化について検討する グループを９月に設置し，検討会を開催した。引き続き，外部委託業務の

体制を構築する。 適正化について検討を行っていく。

・ 治験の推進による外部資金の ・治験の推進による外部資金の導 「治験研修会」を月平均１回以上開催し周知を図った結果，治験の実施
導入拡充を図るとともに地域治 入拡充を図るため，地域治験ネ 件数は目標（１５件）を大幅に上回る２２件となり，外部資金の導入拡充
験ネットワークを構築する。 ットワークを構築する。 が図れた。また，地域治験ネットワーク確立のためのシンポジウムを開催

し，情宣活動に努めた結果，ネットワーク登録機関数の４５機関が地域治
験ネットワークを構築した。

○ 研究成果の診療への反映や先
端的医療の導入のための具体的
方策

新しい診断法・治療法の開発支 ・高度先端医療，先進医療の確立 高度先進医療推進のためのセミナーの開催，臨床試験管理センターのホ
援を強化し，先端医療の確立を図 を図るため，新しい診断法・治 ームページ活用により申請手続きの周知と意識改革を図った結果，高度先
る。さらに機能性食品の科学的評 療法の開発を支援する。 進医療に５件の申請を行い，１７年３月末迄の高度先進医療の承認件数は
価体制の確立を産学協同で推進す １２件で国立大学附属病院中第１位となった。

機能性食品の機能評価のための情報収集に努め，食品関係企業３社とミ
ーティングの実施，内２社の食品機能評価が実施できる見込みとなった。

る。
・機能性食品の科学的評価体制の 食品関係企業３社とミーティングを実施し，２社の食品機能評価を実施

確立を産学協同で推進する。 できる見込みとなった。
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○ 施設，設備の整備・活用に関
する目標を達成するための具体
的方策

老朽化した施設・設備の改善 ・患者サービス等の向上のため， 既存施設等の有効配置，老朽化した施設・設備の改善計画を検討するた
や既存施設等の有効活用を図 既存施設等の有効配置，老朽化 めの組織として徳島大学病院跡地利用委員会を７月に設置し，３回検討会
る。 した施設・設備の改善計画を検 を開催した。

討する体制を構築する。 また，病院内の空きスペースを利用して，地域医療連携センター，外来
中央点滴室，コーヒーショップを設置し，地域医療への貢献並びに患者サ
ービスの向上を図った。

さらに，診療報酬加算を得るため，病院内の空きスペースに医療支援セ
ンター，外来中央点滴室，エキシマレーザー室を設置し，病院収入増加を
図った。
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徳島大学
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

（学長裁量経費・学長裁量ポストの確保・活用） （学生支援に関する取り組み）
学長裁量経費及び学長裁量ポストを増加し，教育・研究・社会貢献活動の一層の推 学部学生全員を対象とした生活実態調査を実施し，全学的な傾向を分析すると同時

進に活用した。特に教育・研究関係の学長裁量ポストでは，学部・センター合わせて に，各学部学科固有のデータを提供し，新学期のオリエンテーションにおいて活用し
８名の教員を学長裁量ポストにより配置し 教育プロジェクトの推進に当たっている た。各学部，全学共通教育センターに学習支援室を設置し，多様な学習相談に応じて， 。
専任教員のいなかった全学共通教育センター，創成学習開発センター，統合医療教育 いる。民間資金を活用して，日亜特別待遇奨学生制度（返還義務規定なし：奨学金額
開発センターに各１名の専任教員が時限で配置され，それぞれ教育・学生支援の充実 年額１２０万円，年間３３名程度）を定め，１７年度から実施する。また，優秀な学
に邁進している。 業成績・研究成果を修めた学生８名，課外活動において特に顕著な成績を挙げた学生

１７名，団体３団体を学長表彰し，学業・課外活動の活性化を図った。
（特色 ・現代 の企画・推進）GP GP

（２１世紀ＣＯＥプロジェクトの推進）本学では教育理念の中に「進取の気風」を掲げ，創造性教育を推進している。平成
１５年度の特色 に工学部を中心とした取り組み「進取の気風を育む創造性教育 ２１世紀ＣＯＥプロジェクトに採択された「多因子疾患克服に向けたプロテオミクGP

の推進」が採択され，本年度創成学習開発センターを設置し，ものづくりを軸にした ス研究」と「ストレス制御をめざす栄養科学」の２重点研究プロジェクトを推進して
創成学習の推進と学習効果の評価方法の開発を行った。 いる。拠点リーダーを中心に，全拠点事業担当者による研究企画会議及び拠点事業推

他方，本学蔵本キャンパスの医療系３学部（医学部，歯学部，薬学部）では，学部 進会議を定期的に開催し，拠点内研究教育活動の円滑化と方向性の調整を図った。本
Ｒ・学科の枠を越えて様々な医療分野の教職員が，各種医療人育成のため統合医療教育 事業を通じ， 研究員として優れた若手研究者の採用を確保し，また大学院生をCOE

を組織的に展開している。この取り組みを更に発展させるため，統合医療教育開発セ Ａとして支援するとともに，研究助成の面でも積極的な資金援助が展開できた。これ
ンターを設置し，統合医療教育の開発，実践，評価・改善，連携・発信等の事業に取 らを通じ，基礎・臨床系との間の共同研究が着実に拡大したのに加え，研究室間交流
り組んでいる。 セミナーの定期開催，若手研究員全員の発表会での担当者全員による討議等，常に拠

学習環境の 化を推進するための取り組み「ユビキタス技術による新しい学習環 点内の連携の推進を図っている。国際シンポジウム，学内講演会，若手研究者研究報IT
境の創生」が平成１６年度の現代 に採択され，本年度は双方向に対話できる学び 告会を開催した。GP
の場を実現することを目指して ラーニングの実験フェーズを終了した。u-

（知的財産本部の充実）
研究連携推進機構知的財産本部の各室の陣容を充実し，知的財産の管理・活用の一（全学共通教育のカリキュラム改正）

教養教育等を充実するため，全学共通教育の理念，目的，目標に沿った新カリキュ 元化を達成した。知的財産本部における発明審査体制を整え，週一回開かれる本部会
ラムを企画・編成し，平成１７年度より実施する運びとした。新カリキュラムでは， 議において，これまでに機関帰属発明８１件を承認した。産学官連携を一層進めるた
授業を４つの科目群（大学入門科目群，教養科目群，基盤形成科目群，基礎科目群） め，徳島県等と連携して 「知的クラスター創生事業 「地域ファンド設立 「とく， 」， 」，
に大別し，学生が何を何のために学ぶのかが分かりやすい構成となっている。 しま交流サロン６：００ ，等について推進している。」
主体的に学習するためのスキルを身につける目的で新入生に「大学入門講座 （必修」

（徳島大学の利益相反に関する指針の制定）１単位）を開講することとし，各学部・各学科でその内容を検討した。平成１６年度
は試行的に開講した。平成１７年度から実施する。 「徳島大学の利益相反に関する指針」を制定し，これに従い，利益相反委員会規則

を制定し，利益相反委員会を開催し，教員に対し「利益相反に関する自己申告書」の
提出を依頼し，約５００人の回答を得た。また，知的財産本部が臨床研究に関する全（全学 ・教育評価に関する取り組み）FD

全学FD推進プログラム第１期（平成１４年度～平成１６年度）計画 終年度に当た 国研修会の指導的役割を受け持つことになり，１２月と３月に全国会議を開催した。
り，３年間の総括と第２期（平成１７年度～平成１９年度）計画を策定した。第１期

（徳島大学教育研究者総覧の作成）プログラムに参加した教員は延べ５００名を超えており，新任教員等は企画したプロ
グラムに積極的に取り組んだ。 全教員の教育研究活動に関する個人データベース化のため，本学が開発した徳島大

教育の質に関する専門委員会を立ち上げ，GPAの活用，GPC分析と授業間の成績格差 学教育・研究者情報データベースシステム（ ）からのデータを利用した「教育研EDB
の是正 履修単位上限制等について平成１８年度からの導入に向けて検討した また 究者総覧」を 上及び により公表した。， 。 ， Web CD
これと並列に学生・大学院生からなる「教育の質を向上させるための学生ワーキング
グループ」を設置し，接続教育の問題点を分析し，改善に向けて検討を開始した。
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（ヘルスバイオサイエンス研究部の設置） （高度先進医療の推進）
平成１６年４月１日より医学・歯学・薬学・栄養学の４研究科を統合したヘルスバ 高度先進医療推進のセミナーを開催し，申請手続きの周知，意識改革を図った。臨

イオサイエンス研究部と医科学教育部，口腔科学教育部，薬科学教育部，栄養生命科 床試験管理センターのホームページを改定し，高度先端医療・先進医療開発について
学教育部からなる統合大学院を設置した。研究部では，４領域に跨る共同研究を推進 周知を行なった。本年度は，高度先進医療に５件申請を行った。承認件数１２件（う
している。 ち３件は平成１６年度に承認された）は，国立大学附属病院中，第１位である。

（社会貢献係の設置） （治験による外部資金の導入）
総務部企画・評価課に「社会貢献係」を設置し，社会連携推進機構地域連携推進室 治験の実施件数は，目標を大幅に上回った。ネットワーク登録機関も４５機関を数

の窓口として自治体等からの問い合わせに対応するとともに，徳島地域連携協議会の え，また，ネットワーク確立のためのシンポジウムを開催した。医師主導臨床試験に
事務局を担当して大学の地域貢献活動を円滑に推進している。 ついて，ＨＰを通して周知を図った。以上の結果，治験の推進による外部資金の拡充

が行われている。
（公開講座の拡大・充実）

（機能性食品の科学的評価の実施）大学評価・学位授与機構の高い評価を得た実績をもつ大学開放実践センターは，平
成１６年度，新しい公開講座として「韓国語 「マラソンクリニック 「四国阿波遍 全国唯一の医学部栄養学科の特色を生かして機能性食品の科学的評価体制を構築し」， 」，
路 「歌舞伎舞踊と心の体操」等を開講し，受講者から高い評価を得るとともに新た た。食品関係企業３社とミーティングを実施し，２社の食品機能評価を実施できる見」，
な受講者を獲得した。 込みである。

（徳島大学国際化ポリシーの策定） （バーチャル相談室の開設）
徳島大学の特色を生かした本学の国際化ポリシーを策定し，特に，留学生の受入・ 日本看護協会の地域における看護提供システムのモデル事業，ＩＴを活用した「ま

派遣の両面での交流の推進を図った。学長裁量経費で招聘した米国の日本語教師との ちの保健室 （バーチャル相談室）を国立大学病院では，初めて開設した。心身につ」
討議によって，インターンシップの導入等による日米間留学生数のアンバランスの解 いての様々な不安を，看護職に気軽に相談できる場を地域に提供している。
消の一助となる方策を見いだした。相互交流短期留学プログラムの策定のため，学長

（褥瘡診断・治療の適正化プログラムの開発）裁量経費でオークランド大学（ニュージーランド ，ブロック大学（カナダ）へ訪問）
調査を行い，情報収集を行った。また，国際環境・予防医学を専攻とする本学独自の 地域の医療機関と形成外科が連携し，診療補助・診断を行う本プログラムの開発に
きわめてユニークな大学院英語特別コースを設けて優秀な外国人研究者を育成してい より，地域連携とともに地域における褥瘡対策や知識の向上を図っている。このよう
る。 なプログラムの実用版の開発は他で類をみない取り組みとなっている。

（総合周産期母子医療センターの設置） （顎関節症外来の設置）
大学病院に特殊診療部門等を新たに５つ設置した。その中で，総合周産期母子医療 医科診療と歯科診療の統合によるメリットを生かした横断的診療体制の 初の試み

センターは，国立大学附属病院では 初で，徳島県では唯一の総合周産期母子医療セ として顎関節症外来を設置した。これは，一般病院では対応困難な症例も増加してい
ンターであり，地域の周産期医療に大いに貢献している。 ることから，四国四県からの紹介患者が多くなったためである。

（ＩＳＯ９００１の取得）
医科及び歯科診療部門を備えた大学病院では日本で初めてＩＳＯ９００１の認証登

録を受けることができた。このことにより徳島大学附属病院は，国際的にみても一定
以上の質の高い医療が提供できるような品質マネジメントシステムを確立し，提供医
療の質を保証しうる透明性の高い組織であることを認知された。また，ＩＳＯ９００
１のベースであるＰＤＣＡサイクルの考え方が定着しはじめている。

（病院経営効率化のための組織の設置）
ＤＰＣ・クリニカルパス支援室において，レセプト点検時にＤＰＣについて確認を

行うことにより，診療報酬請求の適正化が図れ，病院経営に貢献している。診療録管
理室を設置し，診療録管理体制加算が算定できるよう整備を図った。医療材料委員会
を設置し，医療材料の選定及び適正な管理を行い，病院経営を改善した。準無菌治療
室の設置など診療報酬加算が得られる部門を設置して病院収入増に貢献している。
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徳島大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 運営体制の改善に関する目標

○ 本学の運営管理は，本学の教育・研究，管理運営等が効果的・効率的に実施できるように配慮し，長期
的な経営的展望に立って実施する。中

○ 本学は，学長を 高責任者とする役員会の指揮のもと，全学的な視点に立った機動的かつ戦略的な大学
運営を遂行できる運営体制を整備する。期

○ 学部運営の効率化を図るため，学部長を中心とした機動的・戦略的な管理運営体制を整備する。
○ 教員と事務職員等との役割分担を見直すとともに，教員組織と事務組織との連携を強化する。目
○ 学内資源は，その効果的かつ戦略的な利活用を図るため，全学的な視点において配分する。
○ 学外の有識者や専門家を役員及び職員に積極的に登用することにより，幅広い視野で大学運営における標

諸機能の強化を図る。
○ 財務運営等に関し，内部監査機能の充実を図り，監査実施体制を確立する。
○ 大学運営に関し，国立大学間で地域や分野・機能に応じ連携・協力することにより，案件の処理が行え

る体制を整える。

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○ 全学的な経営戦略の確立に関
する具体的方策

外部資金の積極的な導入及び ・外部資金の積極的な導入及び競 研究連携推進本部会議(毎月１回開催)及び知的財産本部会議
競争的資金の獲得拡大を推進す 争的資金の獲得拡大を推進する Ⅲ (毎週火曜日開催)の開催回数を増やすなど，研究連携推進機構の
る組織を拡充強化する。 ため，研究連携推進機構を拡充 体制を拡充強化した。

強化する。

○ 運営組織の効果的・機動的な
運営に関する具体的方策

・ 役員会，経営協議会及び教育 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
研究評議会がそれぞれの機能を 度は年度計画なし。
果たしているか不断に点検し，
その在り方について見直す。

・ 平成１６年度に，各種委員会 ・懸案事項を迅速かつ効率的に審 懸案事項を迅速かつ効率的に審議するため，学内に設置してい
の迅速，効率的な意志決定を行 議するため，各種委員会組織の Ⅲ る各種委員会の見直しを行い，委員会の削減を実施した （４６。
うため委員会組織を整理する。 見直しを行う。 →２７委員会・専門委員会）この結果，教員にあっては，委員会

出席回数削減により，教育研究業務などに専念でき，事務職員に
あっては会議日程調整，資料作成など所要業務の削減を行うこと
ができた。

○ 学部長等を中心とした機動的
・戦略的な学部等運営に関する
具体的方策

・ 平成１６年度に，管理運営の ・学部長のリーダーシップの強化 総合科学部ほか４学部及び附属病院において，学部長補佐，病
効率化を促進するため，学部長 を図るため，学部長補佐体制を Ⅳ 院長補佐を配置し，学部長等がリーダーシップを発揮発揮しやす
補佐体制を導入し，学部長のリ 導入する。 い体制を整備したことにより，円滑な運営がなされた。医学部で
ーダーシップの強化を図る。 は，財務管理担当学部長補佐を民間企業から登用し，新指標（予

算消化率）を用い予算消化実績の推移をリアルタイムで分析し，
経費削減に努めた結果，当初予算に比して１５．８百万円の共通
管理経費を削減できた。また，附属病院でも民間企業から登用し
た病院長補佐等をおき，経費削減に努め，対昨年度比（予算執行
ベース）７７９百万円の収支の改善を図った。

・ 部局の教授会は，審議事項を ・会議の効率化，迅速化を図るた 部局の教授会の審議事項を見直し，教員人事及び教育・研究に
部局の教員人事，教育及び研究 め，部局の教授会は，審議事項 Ⅳ 関する重要事項に精選した。この結果，会議の効率化・迅速化が
等に関する重要事項に精選し， を部局の教員人事，教育及び研 図られた。
所要時間の短縮に努め，職員の 究等に関する重要事項に精選す 医学部では，議題の精選により，議題数，開催時間数の対前年
負担の軽減を図る。 る。 度比がそれぞれ１９．８％，３０．３％削減され，教職員の負担
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の軽減を図ることで，教育研究業務などに，より専念することが
できた。

○ 教員・事務職員等による一体
的な運営に関する具体的方策

病院経営，大学運営の企画立 ・病院経営，大学運営の企画立案 教員・事務職員の一体的な運営を図るため，病院経営，大学運
案等に係る審議機関に，事務職 等に係る審議機関に，事務職員 Ⅲ 営の企画立案等に係る１３の委員会に事務職員を参画させること
員等を参画させる。 等を参画させる。 とした。事務職員の参画により，特に安全衛生，病院予算などに

ついて，教職員が一体となったより実務面に沿った実質的な検討
を行うことが可能となった。

○ 全体的視点からの戦略的な学
内資源配分に関する具体的方策

・ 運営費交付金による研究経費 ・運営費交付金による研究経費 全学の予算編成方針を定め，競争的仕組みを導入した。
を，基盤的な経費と重点的な経 を，基盤的な経費と重点的な経 教育研究経費のうち，３９０百万円（１５．４８％）を学長裁
費に区分する。重点的な経費に 費に区分する。重点的な経費に Ⅳ 量経費として確保し，ＣＯＥ研究拠点の形成支援，特色ある教育
ついては，研究内容等の評価に ついては，研究内容等の評価に の推進，中期計画の事業など，１７２件に配分した。
基づき学長裁量により配分す 基づき学長裁量により配分す 文部科学省の平成１６年度現代的教育ニーズ取組支援プログラ
る。 る。 ムに採択された「ユビキタス技術による新しい学習環境の創生」

は，採択前の試行準備に学長裁量経費を重点的に配分し，活用さ
れたものである。

・ 学外より獲得した競争的資金 ・学外より獲得した競争的資金に 効果的な研究推進のため，競争的資金の間接経費の７０％
にかかる間接経費の一定割合を かかる間接経費の一定割合を全 Ⅳ （９５．５百万円）を学長裁量経費として確保し，学内共同利
全学的な研究推進のために使用 学的な研究推進のために使用 用機器修理，学内ＬＡＮ機器整備，研究執行に係る全学的事務補
し，学長裁量により運用する。 し，学長裁量により運用する。 助，に充てるなどにより，研究基盤の充実を図った。

・ 学長裁量による定員枠を一定 ・人的資源の有効活用を図るた 学長が機動的な教員配置を行うことができるよう，各部局に定
数確保し，評価に応じて重点計 め，学長裁量による定員枠を一 Ⅲ 員供出（人件費見合）を割り当てることにより学長裁量ポストを
画に期限付きで投入するなど人 定数確保し，評価に応じて重点 設置した。この結果，１１ポストに教員を配置し中核的研究拠点
的資源の有効活用を図る。 計画に期限付きで投入する。 の形成支援や全学共通の教育研究活動の円滑な実施などに活用し

ている。

○ 学外の有識者・専門家の登用
に関する具体的方策

専門的知識を必要とする職員 ・専門的知識を必要とする職員等 専門的知識を必要とする職員の公募制導入についての検討を行
等について公募制の導入を検討 について公募制の導入を検討す Ⅲ うワーキンググループを設置し，職種，職務内容及び雇用形態に
する。 る。 ついての検討を行った。

○ 内部監査機能の充実に関する
具体的方策

平成１６年度に，内部監査を ・内部監査を公正に行うため，内 学長直属の組織として監査室を設置するとともに，内部監査規
公正に行うため，内部監査組織 部監査組織を設置し，定期的な Ⅳ 則を定め，管理運営体制，経理事務など９項目にわたり実地監査
を設置し，定期的な監査を実施 監査を実施するとともに，必要 を行った。監査の結果，121件について改善指導を行い，87件に
するとともに，必要に応じ随時 に応じ随時監査を行う。 ついて改善措置を講じた。
監査を行う。

○ 国立大学間の自主的な連携・
協力体制に関する具体的方策

。 ，・ 平成１６年度に，社団法人国 ・入試，人事等の業務において国 新国立大学協会が発足すると同時に加盟した 総会には学長が
立大学協会に加盟し，入試，人 立大学全体の連絡，協議が行え Ⅲ 大学経営委員会および財務・施設小委員会には経営担当理事が委
事等の業務において国立大学全 るように社団法人国立大学協会 員として参画し，国立大学法人に関わる諸問題についての協議に
体の連絡，協議が行えるように に加盟する。 積極的な役割を果たした。
する。

・ 地域内において，各国立大学 ・各国立大学が共同で行う事業等 四国国立大学協議会をほぼ毎月開催し，国立大学法人の運営上
が共同で行う事業等について協 について協議するため，地域内 Ⅳ の諸課題等について，協議を行っている。本年度は，経営戦略に
議する会議を設置する。 において会議を開催する。 ついての講演会および労務セミナーの開催，産業技術研究所との

包括協定などの連携事業へ結実した。

ウェイト小計
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大学徳島

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

○ 大学教育，学術研究の進展や産業界からの社会的要請，政策などに応じ，適切な点検・評価に基づく教
育研究組織の柔軟な設計と改組を推進する。中

○ 全学的視野から教育研究組織とともに分野を見直し，教員の教育・研究について分担化を図る。
期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○ 教育研究組織の編成・見直し
のシステムに関する具体的方策

・ 教育研究組織の機能，効果， ・教育研究組織の活性化を図るた 教育研究組織の機能，効果及び効率を点検・評価して改善点を
効率について年度毎に自己点検 め，その機能，効果，効率につ Ⅲ 検討するため，大学評価・学位授与機構による「認証評価」のた

「 」（ ） 「 （ ）・評価を行い，改善点を次年度 いて点検・評価を行い，改善点 めの 大学評価基準 案 に基づく 教育研究組織 実施体制
の計画に反映させる。 を検討する。 の評価項目の設定」を本学の評価基準に採用した。また，大学機

関別認証評価の申請準備のために自己点検・評価委員会委員と大
学教育委員会委員からなるワーキンググループを設置した。

・ 国立大学法人評価委員会の評 20年度以降実施のため，16年 20年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
価結果を厳正に次期の中期目標 度は年度計画なし。
・中期計画に反映させる。

○ 教育研究組織の見直しの方向
性

・ 教員の教育・研究の分担化に 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
ついて検討し，実施を目指す。 度は年度計画なし。

・ 大学院研究科の部局化を平成 ・健康生命科学の推進を図るた Ⅳ 平成１６年４月１日より医学・歯学・薬学・栄養学の４研究科
１６年度から行い，新たな教育 め，大学院研究科の部局化を行 を統合したヘルスバイオサイエンス研究部と医科学教育部，口腔
研究組織を編成する。 う。 科学教育部，薬科学教育部，栄養生命科学教育部からなる統合大

学院を設置し，４領域に跨る共同研究を推進した。さらに，研究
部に設置した統合医療教育開発センターでは，４教育部間に共通
する特色ある重点カリキュラムを編成し，新たな学問分野の展開
に対応できる人材の育成を図った。

， ， ，・社会技術科学と地域創生総合科 工学部 工学研究科及び総合科学部 人間・自然環境研究科で
学の推進を図るため，新たな教 Ⅲ 常三島懇談会及び常三島ワーキンググループを設置し，関連分野
育研究組織の編成について検討 が連携して，大学院部局化構想を検討している。
する。

・ 教育と学生支援の全学的協力 ・教育と学生支援の全学的協力関 教育実践推進機構のもとに，特色GPの取り組みで企画した「創
関係を企画・調整するために設 係を企画・調整するために設置 Ⅳ 成学習開発センター」の設置を実現し，組織としての機能の強化
置した教育実践推進機構を充実 した教育実践推進機構を充実さ を図った。また，大学教育委員会と密接な連携を取りながら，学
させ組織としての強化を図る。 せ，組織としての強化を図る。 生・教員・職員相互の全学的な協力のもと，教育に関する現状分

析，改善への企画・提言を行い，徳島大学の教育改善推進に貢献
することを目的として 「教育の質を向上させるための学生ワー，
キンググループ」を設置し，学生参加型ＦＤを推進した。

・ 全学的な研究協力関係を企画 ・全学的な研究協力関係を企画・ 研究連携推進本部会議の指導（活用）により，①アイソトープ
・調整するために設置した研究 調整するために設置した研究連 Ⅲ 総合センターと放射性同位元素研究室の統合，②環境防災研究セ
連携推進機構を充実させ組織と 携推進機構を活用し，研究連携 ンター設立，③研究共用施設の適正な運用，④実験動物の管理体
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しての強化を図る。 体制を強化する。 制について調整・強化を実現することができた。

ウェイト小計
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徳島大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
３ 人事の適正化に関する目標

○ 教員の流動性を向上させるとともに，教員構成の多様化を推進する。
○ 人員管理及び人事異動は，長期的な経営的展望に立ち，部局の特性を踏まえ，全学的な将来構想の実現中

と部局の発展が調和するように配慮する。
○ 新たな人事考課制度を構築し，本人の成果・業績を適切に給与に反映させる。期
○ 事務職員の専門性の向上のため，必要な研修機会を確保するとともに，他大学等との人事交流に配慮す

る。目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○ 任期制・公募制の導入など教
員の流動性向上に関する具体的
方策

・ 新規採用教員の一部及びプロ ・教員の流動性を高め，教育及び 教育及び研究の活性化を図るため，医学部など９部局における
ジェクト研究等に任期制を適用 研究の活性化を図るため，新規 特定の計画に基づく教育研究を行う教員，多様な人材の確保が求Ⅲ
し，教員の流動性を高め，教育 採用教員の一部及びプロジェク められる組織（分子酵素学研究センターなど）の教員などについ
及び研究の活性化を図る。 ト研究等に任期制を適用する。 て，任期制を導入している。平成１６年度に任期付教員として雇

用されているものは３５人で，全教員数の３．９％に達し，流動
性を高めている。

・ 平成１７年度を目処に，教員 ・教員の選考過程の客観性及び透 大学全体及び各部局の教員選考方針及び選考基準を制定・公表
の選考過程の客観性及び透明性 明性を高めるため，個々に選考 するとともに，教員採用に当たっては，原則として公募により実Ⅲ
を高めるため，個々に選考方針 方針・基準を定め，これを公開 施している。これにより，教員選考過程の客観性及び透明性を高
・基準を定め これを公開する する。 め，優秀な教員の確保を図っている。， 。

・ 競争的資金等を活用した任期 ・優秀な人材を確保するため，競 Ⅲ ＣＯＥ経費，科学技術振興調整費，産学官連携研究費等を活用
付教員の導入を第一期中期計画 争的資金等を活用した任期付教 し 各研究プロジェクト研究において 任期付の教員 研究員(２， ， ，
期間内に検討する。 員を採用する。 ８人)を採用し，研究活動を推進している。

○ 中長期的な観点に立った適切
な人員（人件費）管理に関する
具体的方策

将来構想を実現するための機 ・将来構想を実現するための機動 学長が機動的な教員配置を行うことができるよう，各部局に定
動的な人員管理を行うため，学 的な人員管理を行うため，学長 員供出を割り振ることにより学長裁量ポストを確保した。Ⅳ
長裁量による人件費枠を確保す 裁量による人件費枠を確保す この結果，１１のポストに教員を配置し，地域連携プロジェク
る。 る。 トによる地域貢献支援，中核的研究拠点の形成支援，全学共通の

教育研究活動の円滑な実施など教育研究及び管理運営に係る重点
事項の推進に大きな成果を発揮した。

○ 柔軟で多様な人事制度の構築
に関する具体的方策

・ 教員の業績評価システムを平 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
成１７年度より試行的に実施す 度は年度計画なし。
る。

・ 教員が潜在的な能力を発揮し ・教員が潜在的な能力を発揮しや 適正な処遇システムを取り入れた弾力的な人事制度として 徳，「
やすいように，平成２１年度を すくするため，適正な処遇シス Ⅲ 島大学教員業績評価・処遇制度」の導入を教員業績審査委員会で

， 「 」，「 」，「 」，「 」，目処に，適正な処遇システムを テムを取り入れた弾力的な人事 検討し 現在までに 教育 研究 社会貢献 組織運営
取り入れた弾力的な人事制度の 制度の導入を検討する。 「支援業務」及び「診療活動」の６つの業績評価項目と，それぞ
導入を図る。 れの評価基準及び評価方法を定めた。
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・ 一定の期間を定め，自由に研 ・一定の期間を定め，自由に研究 教員業績審査委員会において，サバティカル制度の導入趣旨，
， ， ，究活動に専念できるようにサバ 活動に専念できるようにするた Ⅲ 対象者 期間 旅費及び期間中の授業等の措置等について検討し

ティカル制度の導入を検討す め，サバティカル制度の導入を 制度の骨子をまとめた。
る。 検討する。

・ 教員の兼職及び兼業に関する 18年度以降実施のため，16年 18年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
ガイドライン等は，これを公開 度は年度計画なし。
する。

・ 事務職員については，平成２ ・事務職員についての新たな人事 人事課内に検討グループを設置し，組織の発展と個人の成長を
０年度を目処に，新たな人事考 考課制度の導入を検討する。 Ⅲ 実現させるための目標管理制度と，公正かつ明確な評価基準に基
課制度を導入し，給与への反映 づく新たな人事評価制度の導入の検討を進めた。
及び人材育成に活かす。

○ 外国人，女性等の教員採用の
促進に関する具体的方策

真に職務について優れた人材 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
を採用することを心がけ，国 度は年度計画なし。
籍，性別，ハンディキャップ等
の差別を排除し，教員公募時に
応募を積極的に呼びかける。

○ 事務職員等の採用・養成・人
事交流に関する具体的方策

・ 事務職員の採用は，原則試験 ・事務職員の採用は，原則試験採 国立大学法人等合同による統一採用試験を実施し，その合格者
採用によることとし，中国・四 用によることとし，国立大学法 Ⅲ に対し徳島地区３機関合同による第二次試験を行い，９人の優秀
国地区国立大学法人等職員採用 人等統一採用試験合格者に対し な事務職員を採用した。
試験実施委員会が行う国立大学 て第二次試験を行った上採用す
法人等職員の統一採用試験合格 る。
者に対して第二次試験を行った
上採用する。

・ 専門性の高い職種について 18年度以降実施のため，16年 18年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
は，選考採用により人材を確保 度は年度計画なし。
する。

， ，・ 教育・研究支援，管理などの ・事務職員の能力を向上させるた 事務職員の能力向上のため 年度当初に研修実施計画を立案し
専門的事項に関する学内外にお め，教育・研究支援，管理など Ⅲ 階層別研修，専門領域別研修を実施している。学内研修は１６件
ける研修の実施 の専門的事項に関する学内外に 実施し，延べ６３１人が受講した。また，学外研修は３０件６５

おける研修を実施する。 人が受講した。

・ 組織の活性化，職員のキャリ ・組織の活性化，職員のキャリア 組織の活性化や職員のキャリアアップを図るため，人事交流を
アアップに資するため，他大学 アップに資するため，他大学等 積極的に実施することとし，文部科学省，四国地区及び徳島地区Ⅲ
等との人事交流を行う。 との人事交流を行う。 の国立大学法人等と，転出・転入あわせて延べ３２人の人事交流

を実施した。

ウェイト小計
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徳島大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

， 。 ，○ 役員等を直接支援する機動的な事務組織を構築し 大学運営の企画立案等に参画する体制をとる また
職員配置についても見直しを行う。中

○ 企画立案機能を強化する。
○ 研修の充実に努め，また，計画的な人材育成を行い，事務職員の専門性と企画立案能力の向上を図る。期
○ 事務の一層の集中化，情報化等により，事務処理の簡素化，迅速化を図る。

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○ 事務組織の編成の見直しに関
する具体的方策

・ 学長補佐体制の充実の一環と ・学長補佐体制の充実を図るた 学長補佐体制を充実するため，学長の下に５名の理事を配置す
して，学長秘書部門を設ける。 め，学長秘書部門を設ける。 Ⅲ るとともに，総務課を改組し秘書課を設置した。この結果，教育

研究，社会連携，国際交流などに係る重要な情報が学長に迅速に
伝達され，管理運営が円滑に行われている。

・ 運営の機動性・迅速性を図る ・運営の機動性・迅速性を図る 事務組織を見直し，各理事の担当業務と各部課の対応関係の明
ため，各理事の担当業務に合わ ため，各理事の担当業務に合 Ⅲ 確化を図った。この結果，各理事の担当業務に係る情報が迅速に
せた事務組織を編成する。 わせた事務組織を編成する。 報告されるとともに，各理事の指示等が適切に伝達され，管理運

営が円滑に行われている。

・ 部局等の事務組織について ・部局等の事務組織については 人事，会計，研究協力，施設関係業務を事務局に一元化し，学，
は，当該部局長等の指揮の下に 当該部局長等の指揮の下に部 Ⅲ 部等各部局の事務については，学部固有の庶務，予算および教務
部局等の職務を直接支援する。 局等の職務を直接支援する。 関係事務を中心に，部局長の職務を直接支援する体制とした。

○ 職員配置の見直しに関する具
体的方策

・ 事務組織の業務に関する点検 ・法人化後の業務内容を踏まえ 法人化に伴う業務内容の変化に対応するため，事務部・課の組，
・評価を実施し，人員配置の 事務組織の人員配置の見直し Ⅳ 織改編を行い，企画・評価課，企画経営課，監査室などの設置に
見直しに努める。 を行う。 より，企画，経営及び監査部門の強化を図った。また，事務組織

改編に対応して人員配置を見直すとともに，定員削減（削減数１
１）を実施し，人員の合理化も併せて実施した。

・ 企画立案業務，教育研究支援 17年度以降実施のため，16 17年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
業務等を行う部署についてはチ 年度は年度計画なし。
ーム制を導入し，業務の効率化
を図る。

○ 企画立案機能の強化に関する
具体的方策

大学運営及び経営に関する組 ・企画立案機能の強化を図るた 大学の目標・計画の策定及び管理運営改善の企画立案を担う組
織を置き，企画立案機能の強化 め，大学運営及び経営に関す 織として事務局に「企画・評価課」を設置するとともに，附属病
を図る。 る組織を置く。 Ⅳ 院の将来構想の企画および収益向上方策の策定を担う組織として

病院事務部に「企画経営課」を設置した。この結果，病院の収入
が３４４百万円（対前年度比２．８％）増加するほか，全事務職
員からの業務に関する提案を公募する「業務改善提案制度」を導
入するなど，その効果を発揮した。
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○ 事務職員の専門性と企画立案
能力の向上に関する具体的方策

，・ 平成１７年度に，専門研修充 ・海外派遣研修を積極的に実施 海外研修支援事業により学術交流協定校等へ事務職員を派遣し
実のため，研修成果を点検し， する。 学術交流能力の向上を図るとともに外国語の体得に努めた。平成

， ， （ ）研修内容の見直しに努める。ま Ⅲ １６年度は オークランド大学へ約３ヶ月か月間 １名及び 社
た，海外派遣研修を積極的に実 科学技術国際交流センター主催の「研究マネジメント担当職員キ
施する。 ャリアアッププログラム」により，フロリダアトランティク大学

へ１ヶ月間，１名の海外研修を実施した。

・ 文部科学省の短期転任制度等 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
を活用し，計画的に派遣するこ 度は年度計画なし。
とを検討する。

・ 中長期的な人事管理計画を個 17年度以降実施のため，16年 17年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
々に策定し，スペシャリストを 度は年度計画なし。
育成する。

○ 業務の合理化及び効率化に関
する具体的方策

・ 事務情報化の推進に関する具
体的方策

(ｱ) 平成１６年度に，事務情報化 ・事務情報化についての実施計 事務情報化推進計画を策定し，法人化に伴う新しい財務会計シ
についての実施計画を策定し， 画を策定し，計画に基づき， ステム等の整備，情報共有のためのホームページ等の整備等によ
その後，計画に基づき，事務情 事務情報化を推進する。 り事務の合理化，効率化を推進している。Ⅲ
報化を推進する。 また，セキュリティポリシーを策定するとともに，その説明会

を実施し，情報セキュリティを充実した。

(ｲ) 平成２０年度までに，事務用 ・事務用データ等の共有化及び 事務用データベース検討小委員会を設置し，全学の事務用デー
データ等の共有化及びデータベ データベース化についての実 Ⅲ タを共有し効率的に利用するためのデータベース化についての検
ース化についての実施計画を策 施計画を検討する。 討を行った。
定し，その後，計画に基づき，
人事，会計，教務等の事務処理
の効率化を推進する。

(ｳ) 四国地区国立学校法人の事務 ・四国地区国立学校法人の事務 四国地区国立大学法人等情報化推進協議会を開催し，事務情報
情報化の連携・協力を図り，地 情報化の連携・協力を図り， 化の推進，国立大学法人等汎用システムの維持管理，財務会計シ
区の拠点として事務情報化を推 地区の拠点として事務情報化 ステムの稼働状況等について協議を行った。また，随時，地区内
進する。 を推進する。 及び全国の大学法人等の情報化推進情報を提供し，各校の情報化Ⅲ

推進を支援した。さらに，汎用システムの維持管理については，
地区連絡校として地区内各校からの問題発生に関する相談に対し
て，管理校の協力を得つつ，その原因究明と解決策の構築に指導
的役割を果たした。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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徳島大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

（大学運営への学外者の参画） （教員人事システムの改善）
民間企業の部長を経営担当理事 常勤 に登用するとともに 経営協議会に経済界 教員の選考基準を公開し，原則として公募により採用するとともに，各部局にお（ ） ， ，

， ， ， ， ， ，地方公共団体 学界等の有識者を委員として参加いただき また 民間企業の経験者 ける人事方針・人事計画に関し 必要に応じ学長に事前協議を行うこととするなど
公認会計士を監事に招き，大学運営に学外の意見が積極的に反映できるように体制を 本学の教育研究等の目的に応じた優秀な教員の確保に努めている。
整備した。民間出身の理事の提言を踏まえ，法人化のメリットを生かした業務の合理 特定のプロジェクト計画に基づく教育研究を行う教員及び多様な人材が求められ
化，経営の効率化に全事務職員の知恵を活用するための「業務改善提案制度」を取り る組織（分子酵素学研究センターなど）の教員について任期制を導入している。
入れた。 また，公平かつ客観的な教員評価を推進するため 「教員業績評価・処遇制度」の，

検討結果をとりまとめた。平成１７年度に試行し，平成１８年度から本格的に実施
できるよう準備を進めている。（学部等の管理運営体制の改善）

各学部及び附属病院に学部長補佐又は病院長補佐を配置し，学部長等がリーダー
（教育研究組織の見直し）シップを発揮しやすい体制を整備した。特に医学部及び附属病院においては，外部

から財務関係担当者を招聘し，財務・経営に関する専門的な支援を得ることとした。 研究大学としての発展を図るため，大学院の部局化を図ることとし，生命科学系
諸分野の教員組織を統合し，ヘルスバイオサイエンス研究部を設置するとともに，
大学院の教育組織を医科学教育部，口腔科学教育部，薬科学教育部及び栄養生命科（学長裁量経費等の充実）

学内資源の有効活用を図るため，教育研究経費をその継続に 低限必要な経費と 学教育部に改組した。医学，歯学，薬学，栄養学など多様な生命科学系分野を有す
重点的課題に学長の裁量により配分する経費に区分し，後者の学長裁量経費の充実 る唯一の国立大学としての特色を生かし，これら諸分野の連携・協力が一層円滑に
を図った。また，各部局教員定員の一定割合を学長裁量ポストとして確保した。 行われ，先端医療分野の高度化及び医療栄養科学という新たな学問分野の構築を推

学長のリーダーシップにより，これらを世界的な教育研究拠点の育成や全学の教 進できるよう，教育研究体制を整備した。
育研究の整備に充てるなど，本学の将来の発展に向けた努力を行っている。 また，アイソトープ総合センターと放射性同位元素研究室の統合，環境防災研究

センター設置，実験動物の管理体制の見直しを実施した。さらに時限付のヒューマ
ンストレス研究センター設置を検討し，平成１７年度に設置予定である。

表１ 学長裁量経費
（事務組織の再編・合理化）（単位：千円）

計 画 区 分 平成１５年度配分額 平成１６年度配分額 事務組織を見直し，各理事の担当業務と各部課の対応関係の明確化を図った。こ
教育関係 １１４，６５２ １７０，１０７ の結果，各理事の担当業務に係る情報が迅速に報告され，また，各理事の指示等が
研究関係 ５６，８８４ ７９，８３１ 適切に伝達され，管理運営が円滑に行われている。人事，会計，研究協力，施設関
教育研究支援関係 ６，７７６ ８，３００ 係業務を事務局に一元化し，学部等各部局の事務については，学部固有の庶務，予
社会連携関係 １４，８２８ １５，４８０ 算および教務関係事務を中心に，部局長の職務を直接支援する体制とした。
国際交流関係 ５，１５０ ８，８６９ また，事務組織改編に対応した人員配置を見直すとともに，定員削減（削減数
管理運営関係 ６３，６５９ ５７，８５１ １１）を実施し，人員の合理化も併せて実施した。
パイロット研究支援関係 ４５，０００ ４５，０００

（事務組織における企画立案機能の強化）特別支援経費 間接経費 ５８，１４３ ９５，５１５（ ）
合 計 ３６５，０９２ ４８０，９５３ 大学の目標・計画の策定及び管理運営改善の企画立案を担う組織として，事務局

に企画・評価課を設置するとともに，附属病院の将来構想の企画及び収益向上方策
表２ 学長裁量ポスト の策定を担う組織として，病院事務部に企画経営課を設置した。

病院収益向上方策の策定・実施により，病院収入が前年度より３４４百万円（対
プ ロ ジ ェ ク ト 名 職 種 人数 前年度比２．８％）増加するほか，全事務職員からの業務に関する提案を公募する

地域連携プロジェクト 助手 １ 「業務改善提案制度」を導入し，事務の合理化・効率化を進めるなどの効果を発揮
「DNAチップを核とした医療インフォマティクス」ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 講師 １ している。大学の目標・計画に対する実施状況を経常的に収集する電子システムを
統合医療教育開発センター 助教授 １ 自前で開発し，定期的に年度計画等の進捗状況の管理を行い得る体制を整えたこと
「進取の気風」を育む創造性教育 講師 １ も，これらの事務組織設置の効果である。
アイソトープ総合センター（管理対策） 講師 １
大学教育に関する評価法の開発研究プロジェクト 講師 １
医学部保健学科 助手 １

助手 １地域共同研究センター
埋蔵文化財調査室 助教授 １

助手 ２
合 計 １１
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（内部監査の充実）
法人化により大学の自主性が増す中で，適正な業務を実施していくためには内部

牽制機能の確保が重要である。このため監査室を設置し，監査方針・監査計画を綿
密に立て，学内諸規程の整備，就業規則，管理運営体制，法人業務に関する重要事
項，公印管理，会計組織，資産管理，現金預金管理，科学研究費補助金経理の９項
目にわたり内部監査を実施し，法人化移行に伴う諸制度の整備状況等について改善
指導を行った。監査室では，併せて業務及び財務について監査を行う監事の業務支
援も努めている。

（各種委員会の見直し）
懸案事項を迅速かつ効率的に審議するため，学内に設置している各種委員会の見

直しを行い，委員会の削減を実施した （４６→２７委員会・専門委員会）。
この結果，教員にあっては，委員会出席回数削減により，教育研究業務などに専

念でき，事務職員にあっては会議日程調整，資料作成など所要業務の削減を行うこ
とができた。
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大学徳島

Ⅲ 財務内容の改善
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

○ 積極的に外部資金導入を図るとともに，自己収入の確保に努める。特に附属病院収入は，大学運営の基
幹となる収入源であるため健全でかつ継続的な収入の確保に努める。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

， ，○ 科学研究費補助金 受託研究
奨学寄附金等外部資金増加に関
する具体的方策

より多くの外部資金及び自己 ・より多くの外部資金及び自己 より多くの外部資金を獲得するため，科学研究費補助金を含む
収入を獲得するために，科学研 収入を獲得するため，科学研 Ⅳ 各種競争的研究資金の一覧，科学研究費補助金ハンドブック等を
究費補助金，受託研究，奨学寄 究費補助金，受託研究，奨学 作成・配布するとともに，科学研究費補助金制度に関する説明会
附金，共同研究等に関して情報 寄附金，共同研究等に関して を開催し，教員への啓発，応募への支援を充実した。この結果，

， ， ，の収集・提供及び各セグメント 情報の収集・提供及び各セグ 科学研究費補助金 受託研究費および共同研究経費の総額は ２
に対する指導に努める。 メントに対する指導を行う。 ０３３百万円となり，前年度に比べて９０百万円（４.６％）増加

した。

○ 収入を伴う事業の実施に関す
る具体的方策

・ 「管理会計システム」を導入 ・ 管理会計システム」を導入 Ⅲ 病院の適切な収支管理を行うため 「管理会計システム」の導「 ，
するとともに病院経営情報等の し，病院の適切な収支管理を 入を終え，平成１７年度第２四半期中の運用開始に向け準備中で
収集，分析を行い附属病院収入 行う。 ある。
の増収に努める。

・ 建物等保有する資産について ・建物等保有する資産について Ⅲ 新たに病院の患者及び来客者に係る環境改善の一環としてコー，
は，使用収益の許可範囲の見直 使用収益許可範囲の見直しの ヒーショップへの貸付を行うほか，過去の使用実績の洗い出し，
しを行い，自己収入の増収に努 ための検討を行う。 学部等の意見徴収を行いつつ，使用許可対象施設及び使用許可の
める。 相手方の拡大等について検討を行った。

ウェイト小計

ウェイト総計
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徳島大学

Ⅲ 財務内容の改善
２ 経費の抑制に関する目標

○ 管理業務の節減を図るとともに，効率的な施設運営を行う。
中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○ 管理的経費の抑制に関する具
体的方策

，・ 管理業務に係る経費は，全学 ・外部委託，契約方法等の見直 各学部等で分割契約していたものを各団地ごとの一括契約とし
的な立場から業務を分析し，外 しを図り，管理業務に係る経 Ⅳ 建物清掃業務請負契約などの契約方法の見直しを図った。この結
部委託，契約方法等の見直しを 費を１％削減する。 果，建物清掃業務，蔵本地区感染性廃棄物収集運搬及び処理業務
図り 第一期中期計画の期間中 などの管理的経費合計額は１，７３３百万円となり，前年度に比， ，
毎事業年度につき，１％の経費 べ４０百万円（２．３％）の節減を行った。
を削減する。

・ エネルギー使用の合理化に関 ・エネルギー使用の合理化に関 環境安全対策専門委員会を環境・エネルギー管理委員会に改編
する学内体制を整備するととも する学内体制を整備し，エネ Ⅲ し，省エネ対策について調査・審議を行うこととした。光熱水量

，に，各セグメント毎にエネルギ ルギー使用の削減手法等を検 の使用状況を部局ごとに使用量及び金額を示したグラフを提示し
ー使用量の削減目標・手法を設 討する。 省エネルギーに関する努力を奨励している。この結果，光熱水料

， ， （ ．定し，エネルギー消費量の削減 の額は１ ０５９百万円となり 前年度に比べて１０百万円 ０
に努める。 ９％）の削減となった。

ウェイト小計

ウェイト総計
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徳島大学

Ⅲ 財務内容の改善
資産の運用管理の改善に関する目標３

○ 全学的かつ経営的視点に立ち，大学が保有する資産の効果的・効率的運用を行う。
中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○ 資産の効率的・効果的運用を
図るための具体的方策

・ 施設基礎情報及び施設利用状 ・施設基礎情報及び施設利用状 Ⅲ 施設利用者満足度の向上のために設置した施設コールセンター
況と管理運営費を関連させて把 況を把握するシステムの充実 システム（建物110番）のさらなる利便性の向上を図るため，学内
握することにより，施設の効率 を図る。 利用者にアンケートを行い，その結果，要望のあった部局会計担
的な運用を図る。 当者に依頼内容・処理状況をメールで通知するなどのシステム改

善・充実が完了し，１７年４月より運用を始める。

・ 学内の大型機器の共同利用， ・学内の大型機器の共同利用， 自動分析装置，ガスクロマトグラフなど大型で共同利用可能な
。 ， ， ， ，運用管理を全学的に推進する。 運用管理を全学的に推進する Ⅳ 機器２６０件を選定し 所在場所 利用可能時間 利用申込方法

申込先を学内Ｗｅｂにより学内に周知し，教育研究用機器の共同
利用を促進している。この結果，これらの機器の他部局等の教員
による稼働率は３２％に達している。

ウェイト小計

ウェイト総計
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徳島大学

Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

（附属病院収支の改善）
年度当初，学長から経営担当理事へ特に「病院採算性の向上」が指示された。
徳島県の人口は８１万人で推移しており，患者数の増加を図ることは困難な状況で

あるが，診断群分類選択の適正化，クリニカルパスの充実による診療日数の短縮化な
どにより，病院収入の増収を図るとともに，医薬品及び材料費の値引き率の改善，光
熱水料の節減などにより，病院収支の大幅な改善を図った。

表 病院収支状況（予算執行ベース （単位：百万円））

区 分 平成１５年度 平成１６年度
１２，２８１ １２，６２６収病院収入

１３その他収入
１２，２８１ １２，６３９入 小 計

５，９７５ ６，０７８支人件費
診療経費

７，７３８ ７，２１４一般管理費
１３，７１３ １３，２９２出 小 計
－１，４３２ －６５３計 収支差（ ）

（注）運営費交付金収入，債務償還経費を除いているため決算書とは異なる。

（経費の抑制）
各学部等で分割契約していたものを各団地ごとの一括契約とし，建物清掃業務請負

契約などの契約方法の見直しを図った。建物清掃業務，蔵本地区感染性廃棄物収集運
搬及び処理業務などの管理的経費合計額は１，７３３百万円となり，前年度に比べ
４０百万円（２．３％）の節減を行った。

（外部資金等の自己収入獲得）
科学研究費補助金を含む各種競争的研究資金の一覧，科学研究費補助金ハンドブッ

ク等を作成・配布するとともに，科学研究費補助金制度に関する説明会を開催し，教
員への啓発，応募への支援を充実した。この結果，科学研究費補助金，受託研究費お
よび共同研究経費の総額は，２，０３３百万円となり，前年度に比べて９０百万円増
加した。

（施設マネジメントの確立）
施設事務を一元化し，施設部を施設マネジメント部に改組した。それに伴い施設

を長期的に良好に使用し，合理的な維持管理に努めるため，管理運営課の環境保全
係を筆頭係とし，環境・エネルギー管理委員会の庶務を行い，労働安全対策及び省
エネルギーの担当とした。また，業務内容の見直しを行い，定員２名を削減した。
清掃，廃棄物処理，受変電設備及びボイラー設備維持管理の業務等について，契約
方式の見直しを図った。

（民間活力の活用）
全国展開する民間のコーヒーショップを誘致し，病院における患者及び来客者の

環境改善を図った。
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徳島大学

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供
１ 評価の充実に関する目標

○ 教育研究及び大学運営に関する評価システムを構築し，評価結果を教育研究の活性化，社会貢献，管理
運営の改善見直しなどに反映させる。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○ 自己点検・評価に関する具体
的方策

教育，研究，社会貢献，管理 ・教育，研究，社会貢献，管理 教育，研究，社会貢献，管理運営などの新しい自己点検・評価
運営などに関して，新しい自己 運営などに関して，新しい自 Ⅲ システムを構築するため 「徳島大学 自己点検・評価の進め方」，
点検・評価システムの構築，第 己点検・評価システムの構築 及び「中期目標・中期計画に関する基準と方法」を作成した。
三者による外部評価を行う組織 について検討する。
の設置及び評価結果の公表を検
討し，絶えず評価システムの点
検，見直しを図る。

・評価の充実を図るため，第三 評価の充実を図るため 「自己点検・評価委員会」が第三者に，
者による外部評価を受けるた Ⅲ よる外部評価に対応すること及び評価結果の公表方法について検
めの組織の設置及び評価結果 討することを決定した。
の公表について検討する。

○ 評価結果を大学運営の改善に
活用するための具体的方策

・ 中期計画，年度計画の執行状 ・大学運営の改善に活用するた 大学運営の改善に活用するため 「中期目標・中期計画に関す，
況，達成度の点検評価（自己， め，年度計画の執行状況，達 る評価の基準と方法」に従って，平成１６年１０月と平成１７年
外部）を実施し，その結果を次 成度の自己点検評価を定期的 Ⅳ １月に年度計画の評価項目（内容と効果・指数等）の達成水準に
なる計画に反映させるため，マ に実施する。 ついて中間評価を実施し，評価結果を達成水準の低い項目の執行
ネジメントサイクル ＰＤＣＡ 促進に活用した。この結果，所期に予定していた計画以上に達成（ ）
を用いた管理運営を行う。 することができた。

・ 教員の業績評価システムを平 17年度以降実施のため，16 17年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
成１７年度より試行的に実施す 年度は年度計画なし。
る。

ウェイト小計

ウェイト総計
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徳島大学

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供
２ 情報公開等の推進に関する目標

○ 教育活動，研究活動，地域連携の実状，運営状況等については，積極的に情報を発信する。
○ 学内情報の電子化に努め，情報公開のシステム化，迅速化を図る。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○ 大学情報の積極的な公開・提
供及び広報に関する具体的方策

・ 大学概要，広報誌，ホームペ ・社会のニーズに対応するため Ⅳ 社会のニーズに対応するため，ホームページの掲載内容を見直，
ージ等について，社会のニーズ ホームページの内容等につい し，トップページ等を見易く改善した。この結果，改善後のアク
に適応した内容に整備し，経営 て改善を図るとともに，大学 セス数が月間約10,900件（58,446件→69,336件）増加した。
戦略の一端として積極的な情報 概要及び広報誌についても検 広報誌については，内容，構成，デザイン等の見直しを行うと
発信を行う。 討する。 ともに，配布先についても複数の公共施設へ配布場所の提供を依

頼し，積極的に広報を行うこととした。
さらに，学報についても紙媒体での発行からホームページへの

掲載に変更したことにより，広く社会に情報発信ができるととも
に，月額約25万円の経費が節減できた。また，図書館館報「すだ
ち」についても，新たにメールマガジンに替え，発刊(創刊号2月1

， 。7日)したことにより 年間約１６万円の経費節減が可能となった

・ 学部・大学院教育のシラバス 18年度以降実施のため，16 18年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
を学外に公開し，社会からの教 年度は年度計画なし。
育サービスに対するニーズを発
掘するとともに，それに対応す
るシステムを整備する。

・ 学生及び学外者を広報委員会 ・広報内容の充実を図るため， Ⅲ 広報誌の充実を図るため，学生および学外者のモニター数を９
の委員等に加え，広報内容の充 学生及び学外者の広報委員会 人（学生，学外者18人→27人）増やし，より多くの学外者等から
実を図る。 への参画を検討する。 の意見を聴取することとした。

・ 本学の基本理念，組織，諸規 ・大学の情報を積極的に公開・ 大学の情報を積極的に公開・提供するため，本学の基本構想，
則，中期目標・中期計画，決算 提供するため，本学の基本理 Ⅲ 第一期基本計画，中期目標・中期計画等の内容をホームページに
等の内容をホームページで公開 念，組織，諸規則，中期目標 公開した。
する。 ・中期計画等の内容をホーム

ページで公開する。

・ 教育システムや研究活動につ 18年度以降実施のため，16 18年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
いて，学生，卒業生，社会から 年度は年度計画なし。
の要望等を取り入れて教育研究
活動の改善につなげるフィード
バックシステムを構築する。

・ 平成１６年度に，情報公開に ・情報公開等を推進するため， Ⅲ 情報公開等を推進するため 「情報公開の案内，手続きの流れ，
関するガイドラインを作成す 情報公開に関するガイドライ 図」等をホームページ上に掲示し，請求手続き等の方法を分かり
る。 ンを作成する。 易くした。また，個人情報の保護に関する法律に基づき，個人情

報ファイル簿を公開した。

ウェイト小計

ウェイト総計
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徳島大学

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項

評価の充実）（
「徳島大学 自己点検・評価の進め方」及び「中期目標・中期計画に関する基準

と方法」を作成し，教育，研究，社会貢献，管理運営などの新しい自己点検・評価
システムを構築し，年度計画の評価項目について達成水準の中間評価を２回（１０
月，１月 ，実施した。その評価結果は，達成水準の低い項目の執行促進に活用し，）
大学運営の改善を図った。

（情報公開等の推進）
社会のニーズに対応するため，ホームページの掲載内容を見直し，トップページ

等を見易く改善した。この結果，アクセス数が増加した。また，学報の紙媒体での
発行からホームページ掲載への変更及び図書館広報誌「すだち」のメールマガジン
「すだち」への変更により，本学の情報を広く社会に発信するとともに経費も節減
できた。広報誌の学生及び学外者のモニター数を増やし，より多くの学外者等から
の意見を聴取することとした。本学の基本構想，第一期基本計画，中期目標・中期
計画，情報公開の案内と手続きの流れ図，個人情報ファイル簿，会議議事録等をホ
ームページに公開し，大学の情報を社会に積極的に公開・提供した。

（教育研究者情報データベース（EDB）の改善・充実）
本システムは，本学における教育研究者情報，教育・研究活動情報，講義概要等

各種情報をデータベース化し，各情報をオーサライズすべき個人が直接その情報を
入力・管理することにより，教育研究者情報公表の即時性を高め，併せて，報告書
等の編集作業の省力化を図ることを目的としている。また，このＥＤＢからのデー
タを活用し 「教育研究者総覧」を作成し，インターネットで公表している。，
平成１６年度は以下の事項について改善・充実を図った。

①教育研究者総覧Web公表システムの構築
②学部，研究科シラバス作成システムの整備
③全学教職員認証システムの構築
④公開鍵基盤(PKI)による教員への個人証明書発行システムの構築
⑤相互認証の基盤情報としてのDNS情報生成システム(EDB/DNS)の運用
⑥サーバ証明書発行システムの構築など
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徳島大学
Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項
１ 施設設備の整備等に関する目標

○ 従前の施設整備・施設管理運営システムの見直しを行い,施設マネジメントを推進する。
○ 教育研究の目標を踏まえ計画的・重点的に施設設備の整備を行う。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○ 施設マネジメントの推進に関
する具体的方策

・ 合理的・効率的施設マネジメ ・合理的・効率的施設マネジメ Ⅲ 本部及び学部の施設事務を一元化するとともに，施設部を施設
ント体制の確立のため，施設に ント体制の確立のため，施設 マネジメント部に改組し，施設の老朽，狭隘の計画的解消とあわ
係る業務の一元化を推進する。 に係る業務の一元化を検討す せて，施設を長期的に良好に保ち，維持管理を行い得る体制を整

る。 備した。

・ 経営的視点に立って施設整備 ・施設管理業務の内容・実施方 Ⅳ 施設関係経費の削減を図るため，清掃，廃棄物処理，受変電設
業務，施設管理業務の内容・実 法等の見直しを行い，施設関 備及びボイラー設備維持管理の業務等について契約方式の見直し
施方法等の見直しを行い，施設 係経費の削減を図る。 を行った。

， ，関係経費の削減を図る。 この結果 新たに必要となった作業環境測定業務の外注も含め
これら外注業務の経費を３３百万円（対前年度１０％）削減でき
た。

・ 要修繕箇所の計画的解消や計 17年度以降実施のため，16 17年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
画的メンテナンスの実施等によ 年度は年度計画なし。
り，施設の長寿命化を図り，維
持経費を軽減する。

・ 定期的に施設の点検・評価を ・施設の有効活用を図るため， 施設の有効活用を図るため，学部施設のスペース利用の点検・
実施し施設の有効活用を徹底す 施設の点検・評価を行う。 評価が完了し，有効利用されていないスペースについて，各学部
るとともに，面積の再配分によ Ⅲ に改善を促した。一部の学部については改善措置を講じたところ
りプロジェクト型の研究のため である。
の共用スペースや大学院生のた
めのスペース等を創出する。

・ エコキャンパスの実現を目指 ・エコキャンパス，ユニバーサ エコキャンパス採用の基本方針（案）を策定した。今後地域・
す。 ルデザイン採用の基本方針を Ⅲ 国際交流プラザ（日亜会館）や医学系総合実験研究棟の施設に採

策定する。 り入れていくこととしている。

・ ユニバーサルデザインを採用 17年度以降実施のため，16 17年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
する。 年度は年度計画なし。

・ 交通計画，環境緑化計画を策 ・交通計画，環境緑化計画を策 交通計画，環境緑化計画（案）を策定し，駐輪場などの整備を
定実施し，キャンパスアメニテ 定する。 Ⅲ 行った。
ィの向上を図る。

・ 利用者満足の向上を一層推進 17年度以降実施のため，16 17年度以降実施のため，16年度は判断理由なし。
するためのコールセンター等の 年度は年度計画なし。
改善を図る。

○ 施設設備の計画的・重点的整
備に関する具体的方策
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次の優先目標を設定するとと
もに，教育研究の活性化への寄
与等を勘案し，計画的・重点的
に施設設備の整備を行うことを
目指す。

・ 大学院充実等に伴う大学院施 16年度は年度計画なし。 16年度は判断理由なし。
設の狭隘解消等

・ 卓越した研究拠点等の整備 16年度は年度計画なし。 16年度は判断理由なし。

・ 先端医療に対応した大学附属 16年度は年度計画なし。 16年度は判断理由なし。
病院の整備

・ 老朽化した施設の改善整備 中期計画期間中における施設整備計画及び営繕計画を策定し，計
。 ，画的に施設整備を行うこととしている 平成１６年度においては

老朽化の著しい医学部基礎実験棟の改修準備を行うとともに，寄
・ キャンパス環境の改善・学生 ・キャンパス環境の改善を図る 附金による地域・国際交流プラザの建設に着手した。また，営繕

支援施設の充実 ため，施設・設備の整備を行 Ⅲ 計画においては，学生寮の空調設備，男女共用便所の改修，保健
う。 学科の学年進行に対応する講義室の増設，コミュニティモールの

， 。整備等 学生のためのキャンパス環境の整備を優先して実施した

ウェイト小計

ウェイト総計
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徳島大学

Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項
２ 安全管理に関する目標

， 。 ，○ 教育・研究活動が安全に遂行されるよう 管理体制を強化するとともに学生等の安全を確保する また
防災・防犯対策を強化する。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○ 安全管理体制の強化，防災・
防犯体制の強化等に関する具体
的方策

・ 労働安全衛生法を踏まえた安 ・労働安全衛生法を踏まえた安 大学総括安全衛生管理者の下，地区ごとに総括安全衛生管理者
全管理・事故防止に関する全学 全管理・事故防止に関する全 Ⅲ を置き，産業医，衛生管理者等を配置するなど，全学的な安全衛
的な管理体制を整備し，安全管 学的な管理体制を整備し，安 生管理体制を整備した。産業医，衛生管理者に対して職場巡視研
理の徹底を図る。 全管理の徹底を図る。 修会を実施し，巡視方法の教育を行った後に職場巡視を開始し，

試薬瓶の転倒防止措置など安全衛生上の改善を図った。

・ 毒物，劇物，化学物質及び放 ・毒物，劇物，化学物質及び放 平成１６年７月に管理区域外において過去に使用していた放射
射性物質等の管理を改善する。 射性物質の管理の徹底を図る 性廃棄物等が発見されたが，直ちに管理区域内において適切に保。

管するとともに，ＲＩ物質の定期的な棚卸しの実施等により，放
Ⅲ 射性物質の管理徹底を図った。

また，毒・劇物については 「徳島大学毒物及び劇物管理規則」，
を制定し管理しており，各部局長に対し毒物及び劇物の取扱いに
ついて注意喚起するとともに，衛生管理者の職場巡視の際に管理
状況の確認を行った。

・ 学生等に安全管理等に必要な ・学生等の安全を図るため，学 学生に対するガイダンスにおいて，安全管理に関する講義を行
教育訓練を事業年度毎に見直し 生等に安全管理に必要な教育 Ⅲ うとともに，教職員を対象とした外部講師による安全衛生教育を
を行い，講習会の開催により周 訓練を行うとともに，講習会 実施した。
知を図る。また，平成１６年度 を開催する。
に安全管理等に関するマニュア
ルを作成する。

・ 総合防災訓練を充実させると ・防災体制の強化等を図るため 防災対策マニュアルは部局ごとに作成されていたが，キャンパ，
ともに，防災マニュアルを見直 総合防災訓練を充実させると ス内の連携協力が必要であることから，キャンパスごと共通の防
し整備する。 ともに，防災マニュアルの見 Ⅲ 災対策マニュアルの作成に着手した。また，各部局で火災の際の

直しを検討する。 通報，消火，避難誘導等の訓練を実施するとともに，学生寮にお
いても退避・消火訓練を実施した。

・ 全学的な防犯，警備体制及び ・防犯体制の強化を図るため， 防犯，警備体制については，各部局単位で機械警備等を行って
セキュリティシステムを改善す 全学的な防犯，警備体制及び Ⅲ おり，おおむね機能しているが，警備体制の詳細な調査を行い，
る。 セキュリティシステムの見直 部局ごとに改善項目をまとめて検討することとした。

しを検討する。

ウェイト小計

ウェイト総計
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Ⅴ その他の業務運営に関する特記事項

（寄附金による地域・国際交流プラザ（日亜会館）の建設）
本学のキャンパスは，新蔵地区（本部キャンパス ，常三島地区（総合科学部，工）

学部キャンパス ，蔵本地区（医学部等生命科学系キャンパス）の三団地に分散して）
いる。徳島市の中心部に も近い新蔵地区の有効な活用は長年の課題であった。交通
の便がよいこと，県庁や市役所にも近く，地域・自治体との連携がとりやすいという
立地条件を考慮し，地元の民間企業からの寄附を受け，地域交流及び国際連携の拠点
として地域・国際交流プラザ（日亜会館）を建設することとした。平成１６年度に建
設に着手し，平成１７年度末に完成の予定である。

（蔵本地区における立体駐車場の整備）
附属病院の所在する蔵本地区キャンパスが狭隘なため，駐車場の確保がひとつの課

題となっている。駐車場管理業務を委託している財団法人の駐車場管理業務特別会計
の剰余金の寄附を受け，患者の利便性向上のための立体駐車場の整備を図った。

（外部委託費用の抑制，安全管理の確保）
本学のキャンパスは三団地に分かれていることは上記に述べたとおりであるが，こ

れらのこともあって，清掃等の外部委託業務は各部局毎に発注が行われていた。厳し
い財政状況の中で与えられた財源を有効に活用することが求められており，これらの
外部委託業務を団地毎に一括契約行うなどの契約方法の見直しを図り，管理的経費の
縮減を行っている。

また，安全管理面については，団地毎に総括安全衛生管理者を置き，その下に産業
医，衛生管理者を配置するなど全学的な安全衛生管理体制を整備したところである。
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Ⅵ 予 算 （ 人 件 費 見 積 も り を 含 む 。 ） ， 収 支 計 画 及 び 資 金 計 画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

該当なし１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額

４０億円 ４０億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により

緊急に必要となる対策費として借り入れすることも想 緊急に必要となる対策費として借り入れすることも想

定される。 定される。

Ⅷ 重 要 財 産 を 譲 渡 し ， 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○ 重要な財産を譲渡する計画はなし。 ○ 重要な財産を譲渡する計画はなし。 附属病院の中央診療棟設備整備に必要な経費，金２４

○ 附属病院の中央診療棟設備整備に必要となる経費の ○ 附属病院の中央診療棟設備整備に必要となる経費の 億６７３８万４０００円を独立行政法人国立大学財務・

長期借り入れに伴い，本学病院の敷地及び建物につい 長期借り入れに伴い，本学病院の敷地及び建物につい 経営センターから長期借り入れを行うため，平成１７年

て担保に供する。 て担保に供する。 ３月２８日に本学病院の敷地を担保として供した。

Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は，教育研究の質 決算において剰余金が発生した場合は，教育研究の質 該当なし

の向上及び組織運営の改善に充てる。 の向上及び組織運営の改善に充てる。
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Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額 百万円 財 源 施設・設備の内容 予定額 百万円 財 源 施設・設備の内容 決定額 百万円 財 源（ ） （ ） （ ）

総額 総額 総額・病院特別医療機械整備 ・病院特別医療機械整備 ・病院特別医療機械整備
施設整備費補助金 施設整備費補助金 施設整備費補助金３,７２５ ４,３６２ ２,９６６

２９０ ９２７ （６５）・小規模改修 ・小規模改修（ ） （ ）
・小規模改修

長期借入金 長期借入金 長期借入金・地域・国際交流ファ ・地域・国際交流ファ
（ ） （ ） （ ）シリティーズ（仮称） シリティーズ（仮称） , ・地域・国際交流プラザ ,２,５２０ ２ ５２０ ２ ４６７

（日亜会館）
民間出えん金 民間出えん金 民間出えん金・災害復旧工事 ・災害復旧工事

・災害復旧工事（ ） （ ）９１５ ９１５
（４３４）・医学系総合実験研究

棟改修

（注１） 民間出えん金により「地域・国際ファシリティーズ（仮称 」 （注１） 民間出えん金により「地域・国際ファシリティーズ（仮称 」） ）
を整備する予定である。 を整備する予定である。

金額については見込みであり，中期目標を達成するために必 金額については見込みであり，中期目標を達成するために必(注２) (注２)
要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合 要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合
等を勘案した施設・整備の改修等が追加されることもある。 等を勘案した施設・整備の改修等が追加されることもある。

小規模改修については，平成１７年度以降は平成１６年度同(注３)
。 ， ，額として試算している なお 各事業年度の施設整備費補助金

国立大学財務経営センター施設費交付金，長期借入金について
は，事業の進展等により所要額の変動が予想されるため，具体
的な額については，各事業年度の予算編成課程等において決定
される。

○ 計画の実施状況等

・病院特別医療機械整備
必要最小限の長期借入金（２，４６７百万円）により，ガンマカメラシステムなど７件の病院特別

医療機械を整備した。長期借入金の計画と実績の差異（５３百万円）は，一般競争入札により廉価に
なったためである。

・小規模改修
施設整備費補助金４５百万円により，機械実習棟外壁等改修工事など３件の改修を行った。

・地域・国際交流ファシリティーズ（仮称）
平成１７年３月２３日開催の役員会で地域・国際交流プラザ（日亜会館）に名称を決定した。
「地域・国際交流プラザ（日亜会館 」 民間出えん金で整備することとし，平成１６年度に発） は，

請負業者への前払い金等（４３４百注した。竣工は平成１７年度末の予定である。平成１６年度工事
万円)）である。

・災害復旧工事
施設整備費補助金２０百万円により，台風１６号で被災した施設・設備の復旧を行った。

・医学系総合実験研究棟改修
本改修経費（１６年度補正）の （８６２百万円）は，平成１７年度へ繰り越すこ施設整備費補助金

ととした。
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○ 新規採用職員の一部及びプロジエクト研究等に任期制を適用し，教 ○ 新規採用職員の一部及びプロジェクト研究等に任期制を適用し，教 ○ 総合科学部など９部局等における特定のプロジェクトの計画に基づ
員の流動性を高め教育及び研究の活性化を図る。 員の流動性を高め，教育及び研究の活性化を図る。 く教育研究を行う教員，多様な人材の確保が求められる組織（分子酵

素学研究センターなど）の教員等について任期制を導入している。
平成１６年度に任期付教員として採用されている者は３５人で，全

教員数の３．９％に達している。

○ 将来構想を実現するための機動的な人員管理を行うため，学長裁量 ○ 将来構想を実現するための機動的な人員管理を行うため，学長裁量 ○ 学長が機動的な教員配置を行うことができるよう，各部局に定員供
による人件費枠を確保し，重点計画に期限付きで配置する。 による人件費枠を確保し，重点計画に期限付きで配置する。 出を割り振ることにより，学長裁量ポストを設置した。

１１のポストに教員を配置し，地域連携プロジェクトによる地域貢
献支援，中核的研究拠点の形成支援，全学共通の教育研究活動の円滑
な実施などに活用している。

○ 教員について，教育，研究，社会・学会貢献，管理運営などを評価 ○ 平成１７年度以降実施のため，平成１６年度は年度計画なし。 ○ 平成１７年度以降実施のため，平成１６年度は年度実績なし。
する業績評価システムを作成し，導入する。

○ 教職員が潜在的な能力を発揮しやすいように，適正な処遇システム ○ 平成１８年度以降実施のため，平成１６年度は年度計画なし。 ○ 平成１８年度以降実施のため，平成１６年度は年度実績なし。
を取り入れた弾力的な人事制度の導入を図る。

○ 事務系職員の専門性と企画立案能力を向上させるため，専門研修の ○ 事務系職員の専門性と企画立案能力を向上させるため，専門研修の ○ 階層別研修として，リーダーシップ，マネジメント，プレゼンテー
充実等を図る。 充実等を図る。 ション研修を新たに実施し，専門領域別研修においては，パソコン研

修（Word ，Excel , PowerPoint ）を 新たに実施した。
また，１６年度の実施研修を見直し，次年度以降の実施計画に反映

させるため，研修 検討ワーキンググループを設置した。

○ 組織の活性化，職員のキャリアアップに資するため，他大学等との ○ 組織の活性化，職員のキャリアアップに資するため，他大学等との ○ 組織の活性化や職員のキャリアアップを図るため，人事交流を積極
人事交流を行う。 人事交流を行う。 的に実施することとし，文部科学省，四国地区及び徳島地区の国立大

学法人等と，転出・転入あわせて延べ３２人の人事交流を実施した。

（ ） ， （ ）（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み １０３，５５３百万円 参考１ 平成１６年度の常勤職員数 １ ８０９人 役員８人を除く
（退職手当は除く） また，任期付職員数の見込みを２０人とする。

人件費総額見込み １７，４４０百万円（参考２）平成１６年度の
（退職手当は除く）

（参考）

平成１６年度

（１） 常勤職員数 １，８２９人

（２） 任期付職員数 １８人

円（３）① 人件費総額（退職手当を除く） １７，４７２百万

② 経常収益に対する人件費の割合 ４９．７％

１７，２９６百万円③ 外部資金により手当した人件費を除い
た人件費

④ 外部資金を除いた経常収益に対する上 ５２．１％
記③の割合

⑤ 標準的な常勤職員の週あたりの勤務時間 ４０時間００分
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Ⅹ そ の 他 災害復旧に関する計画３

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

平成１６年８月に発生した台風１６号等により被災した施設・設備の 平成１６年８月に発生した台風１６号等により被災した施設・設備の 平成１６年度８月に発生した台風１６号等により被災した施設の（南
復旧整備をすみやかに行う。 復旧整備をすみやかに行う。 常三島）体育館屋根 （櫛木）ヨット艇庫及び（南常三島）図書館外壁，

等については災害普及工事をすみやかに行った。
また，台風１５号で被災した設備の高度情報化基盤センターの無停電

装置を取り替えもすみやかに行った。
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（ ， ）○ 別表 学部の学科 研究科の専攻等

学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
(名) (名） （％）

総合科学部 人間社会学科 ７１０ ７９１ １１１．４
自然システム学科 ３６０ ３７４ １０３．９

医 学 部 医学科 ５７０ ５７８ １０１．４
栄養学科 ２００ ２０９ １０４．５
保健学科 ３８８ ３８６ ９９．５

歯 学 部 歯学科 ３４５ ３６２ １０４．９

薬 学 部 薬学科 １６０ １７２ １０７．５
製薬化学科 １６０ １７３ １０８．１

工 学 部 建設工学科 ３３０ ３６３ １１０．０
機械工学科 ４６０ ５１０ １１０．９
化学応用工学科 ３３０ ３６１ １０９．４
電気電子工学科 ４２０ ４７６ １１３．３
知能情報工学科 ３１０ ３５０ １１２．９
生物工学科 ２５０ ２６１ １０４．４
光応用工学科 ２００ ２２０ １１０．０

（夜間主コース）建設工学科 ８０ ９０ １１２．５
（夜間主コース）機械工学科 ８０ ９２ １１５．０
（夜間主コース）化学応用工学科 ４０ ５３ １３２．５
（夜間主コース）電気電子工学科 ８０ ９６ １２０．０
（夜間主コース）知能情報工学科 ８０ １００ １２５．０
（夜間主コース）生物工学科 ４０ ５８ １４５．０

人間・自然環境研究科 人間環境専攻（修士） ２０ ６６ ３３０．０
自然環境専攻（修士） ３０ ３４ １１３．３
臨床心理学専攻 修士 １８ ２３ １２７．８（ ）

医科学教育部 医科学専攻（修士） ４０ ４５ １１２．５
医学専攻 １９４ ２３３ １２０．１
プロテオミクス医科学専攻 ５４ ４１ ７５．９

口腔科学教育部 歯学専攻 ５４ ５４ １００．０
口腔科学専攻 ２６ ２５ ９６．２

栄養生命科学教育部 栄養学専攻（前期） １４ ２７ １９２．９
（後期） １４ １９ １３５．７

人間栄養科学専攻 前期 ２２ ２３ １０４．５（ ）
後期 １２ １２ １００．０（ ）

薬科学教育部 薬品科学専攻（前期） ２０ ４１ ２０５．０
（後期） ６ ２０ ３３３．３

医療薬学専攻（前期） １８ １７ ９４．４
（後期） １６ １１ ６８．８

創薬科学専攻（前期） ３１ ３６ １１６．１
（後期） １２ ９ ７５．０

医療生命薬学専攻（前期） ３２ ３０ ９３．８
（後期） １０ １０ １００．０

徳島大学

学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(名) (名) （％）
工学研究科 建設工学専攻（前期） ６０ ６６ １１０．０

機械工学専攻（前期） ７８ １０５ １３４．６
化学応用工学専攻（前期） ５４ ９４ １７４．１
電気電子工学専攻（前期） ８４ １１９ １４１．７
知能情報工学専攻（前期） ５４ １２７ ２３５．２
生物工学専攻（前期） ４２ ５６ １３３．３
光応用工学専攻（前期） ３０ ６６ ２２０．０
エコシステム工学専攻（前期） ６０ ６２ １０３．３
エコシステム工学専攻（後期） ３９ ３３ ８４．６
物質材料工学専攻（後期） １８ ３３ １８３．３
マクロ制御工学専攻（後期） １８ ２１ １１６．７
機能システム工学専攻（後期） １８ ４１ ２２７．８
情報システム工学専攻（後期） １８ ６４ ３５５．６
生産開発工学専攻（後期） － １ －
システム工学専攻（後期） － ５ －

医療技術短期大学部 助産学特別専攻 ２０ ２０ １００．０

○ 計画の実施状況等
【学部】

・工学部夜間主コース
夜間主コースの学生については，開講時間数に比して卒業研究着手の必要単位数が多いため，

留年生が多くなっている。

【大学院】
・修士課程

成績優秀な志願者が多く，教員組織，施設等を考慮し，可能な限り入学希望に応じているた
め，

・博士課程
研究科ごとには収容定員を充足している。１部の専攻において，収容数に過不足がみられる

が，収容定員規模が小さく，かつ入学希望者の志望専攻に偏りが影響しているため。




